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要旨 

本稿では、様々な外部不経済の要因となる、「耕作放棄地」（以下、放棄地とする）の発生

を予防することを目的とし、具体的に有効な政策の検証を行う。 

我が国の農業政策は、「食料・農業・農村基本計画」に基づき、効率的で生産性の高い、

「強い農家」の育成が目指されてきた。昨今の TPP 交渉の進展により、「強い農家」への要

請がますます高まっており、国はその具体的な主体として「担い手」と呼ばれる営農主体の

育成に取り組んでいる。 

そのような中、近年我が国では、放棄地の問題が深刻化している。放棄地とは、以前は耕

地であり、過去 1 年以上作物を栽培せず、しかもこの数年の間に再び耕作する考えのない

土地を指す。増加の背景には、農村における労働力不足や後継者不足など、農地の継続的な

農業利用が困難な状況が存在する。国は、「強い農家」である「担い手」の育成にといった

様々な施策より、農地を継続的に農業利用することで、放棄地発生の予防を目指すが、放棄

地は依然として増加を続けており、政策の効果が十分であるとは言い難い。文献調査や聞き

取り調査より、地域ごとに土地条件が異なるにもかかわらず、その土地条件に合わせた政策

が実施されていないことがその原因であると示唆された。また、様々な政策が行われている

中、その効果検証は十分に行われず、特に「担い手」が放棄地抑制に与える影響について考

察が十分に行われていないという問題も指摘された。このような問題意識のもと、本稿では

放棄地の発生抑制に様々な政策が与える影響を地域ごとに実証分析し、地域の土地条件に

合った形での政策を提言する。 

第 1 節では、近年の我が国の農業政策の指針について触れ、外部不経済の予防の観点よ

り、放棄地の現状を整理した後、「強い農家」として期待される「担い手」とよばれる営農

主体に関する政策をまとめる。また、聞き取り調査から示唆された現行政策における問題点

について考察を行う。 

第 2 節では、放棄地発生抑制に関する先行研究を紹介し、本稿の位置付けを述べる。放棄

地の発生予防に関する研究の中で、「担い手」に注目した例は少なく、これを我々の研究の

新規性とする。 

第 3 節では、「担い手」が放棄地の発生抑制に与える効果について、パネルデータを用い

て実証分析を行い、その関係性を明らかにする。分析は土地条件に応じて行う。分析結果か

ら、すべての地域において集落営農が、都市型地域においては圃場整備が、都市近郊地域や

農村地域においては認定農業者と集落営農が関わりを持つことが放棄地発生抑制に有効で

あることが明らかとなった。また、農村地域内の急傾斜地では、休耕田による保全管理が放

棄地発生抑制に影響を与えていることが分かった。 

第 4 節では、前節の分析結果をもとに、土地条件に応じて政策提言を行う。具体的には以

下の通りである。 

【政策提言Ⅰ】集落営農の設立支援 

【政策提言Ⅱ】圃場整備、農用地指定の面積要件の緩和 

【政策提言Ⅲ】認定農業者の認定要件の改定 

【政策提言Ⅳ】休耕田の将来的な活用を見据えた管理 
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第 1 節 現状分析・問題意識 

第 1 項 耕作放棄地の増加と外部不経済 

（1）「食料・農業・農村基本計画」における農業政策の基本方針 

2015 年 3 月に、農業政策の基本方針として、「食料・農業・農村基本計画」（以下、基本

計画とする）が新たに作成された。基本計画では、「食料・農業・農村施策の改革を進め、

若者たちが希望を持てる『強い農業』と『美しく活力ある農村』の創出を目指」すことが明

記され、これに基づき、関係府省の連携の下、食料・農業・農村に関する施策を総合的かつ

計画的に推進するとしている。この基本計画の背景には、昨今の環太平洋経済連携協定

（TPP）の交渉による海外産農産物の競争の激化、国内農業社会における後継者不足などに

より、農業生産基盤である農地が耕作放棄される事例が増加しているという状況への懸念

が存在する。 

 

（2）耕作放棄地の定義と外部不経済  

農林水産省（以下、農水省とする）が 5 年ごとに公表する、農林業センサス（以下、セン

サスとする）によると、耕作放棄地（以下、放棄地とする）とは、「以前耕地であったもの

で、過去 1 年以上作物を栽培せず、しかもこの数年の間に再び耕作する考えのない土地」を

指す。 

放棄地の発生は、様々な外部不経済を引き起こす。図 1 は、国土交通省が 2009 年に行っ

たアンケートの結果である。ここでは、「耕作放棄地」が外部不経済をもたらす土地利用の

中で、特に深刻なもののひとつとなっている。 
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図 1：外部不経済をもたらす土地利用の発生状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国土交通省「空き地・空き家等外部不経済対策について」より筆者作成 

 

また、図 2 の「外部不経済をもたらす土地利用の変化（10 年前との比較）」から、「耕作

放棄地」の問題が、外部不経済をもたらす土地利用の中で、最も増加していることが見て取

れる。これらの事実より、外部不経済をもたらす問題として、放棄地の問題は特に深刻であ

ると言える。 

 

図 2：外部不経済をもたらす土地利用の変化（10 年前との比較） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

国土交通省「空き地・空き家等外部不経済対策について」より筆者作成 

 
具体的な放棄地の外部不経済として、図 3 では、「周辺の営農環境の低下」、「土壌汚染や

水質汚濁」、「ゴミなどの不法投棄等を誘発」、「火災の発生を誘発」「防災や防犯機能の低下」

などが挙げられている。 
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図 3：耕作放棄による外部不経済の内容 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

国土交通省「空き地・空き家等外部不経済対策について」より筆者作成 

 
以上のような外部不経済は、実際に多くの地域で報告されている。例えば広島県江田島市

では、放棄地が年々増えていることで、イノシシによる農作物被害が拡大し、営農環境の低

下により耕作を諦める農業者が増加している。これが更なる放棄地増加に拍車をかけ、イノ

シシのすみかを増やす原因を生じさせている。広島県が作成した「平成 26 年度 市町職員

指導者養成研修政策課題研究報告書」によると、それらの被害額は 2013 年時点で 1834 万

8000 円に及んだとされる。また、千葉他（1997）は、岩手県の半湿田地帯における耕作放

棄水田の土壌調査から、特に長雨の後の豪雨の際に、耕作放棄された水田では災害が起きや

すいということを明らかにし、それに対する政策が必要だとしている。 

このように、放棄地は様々な外部不経済の原因となるため、行政による取り組みが必要で

あると言える。 
 

（3）放棄地面積の推移と将来予測 

放棄地の発生は、年々深刻化している。センサスによると、図 4 に示すように、2010 年

時点で放棄地面積は 39 万 6000ha であり、放棄地面積率２は耕作地全体の約 10.6%、滋賀

県の面積に匹敵する規模となっている。また、同図から、放棄地面積は増加していることが

わかる。この傾向は今後も続くとみられ、農水省の試算３によると、今後対策を講じなかっ

た場合、10 年間で放棄地面積は約 21 万 ha 増加し、センサスの公表年である 2010 年現在

と比べて、約 1.5 倍の水準に到達するとされている。更に、図 5 より、放棄地の増加状況を

農政局単位で比較すると、地域差があることがわかる。中でも、東北、近畿、中国四国農政

局管内において、全国平均より著しく増加していることが見て取れる。 

 

 

 

                                                      
２耕地面積全体に占める放棄地面積の割合を指す。 
３農林水産省作成資料「農地の見通しと確保」より 
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図４：放棄地面積と放棄地面積率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農水省「2010 年世界農林業センサス結果の概要（確定値）」より筆者作成 

 
図 5：地域別放棄地率 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

農水省「2010 年世界農林業センサス」より筆者作成 

 

（4）放棄地解消のコストと放棄地予防の必要性 

一度放棄地化してしまった土地の農地への復元には、多大なコストが必要となる。国立研

究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構の試算によると、放棄された後の農地を復元す
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る場合、最新の技術を用いた場合でも 1ha あたり約 55 万円の費用が必要となる。同試算に

基づき、今後 10 年で発生が予想される放棄地面積について、その復元費用を算定すると、

約 1155 億円の費用を要すると考えられる４。 

以上より、様々な外部不経済の原因となる放棄地は、今後も増加を続けることが予想さ

れ、一度放棄地化した農地はその復元に多大なコストを要することから、農地の放棄地化を

未然に抑制することが喫緊の課題であると言える。したがって本稿では、放棄地の発生予防

に注目し、論を進める。 

 

第 2 項 放棄地発生原因と土地条件による差異 

（1）放棄地発生要因の検討 

放棄地発生の背景には、様々な要因が存在する。表 1 で示す、農政調査委員会「農業振興

地域・農地制度等の実態把握及び効果分析に関する調査結果」によると、放棄地の発生要因

を 9 つの質問項目に分けてアンケートを実施した。質問項目は、①耕作者の不在、②土地条

件の不利、③農作物価格、④土地所有者の問題の 4 点に大別される。中でも、①耕作者の不

在と②土地条件の不利が大きな要因となっていることがわかる。 

 

表 1：放棄地面積の発生要因 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農政調査委員会「農業振興地域・農地制度等の実態把握及び 

効果分析に関する調査結果」より筆者作成  

 

また、仙田（1998）では放棄地発生要因の影響が地域ごとに違うとし、理由としては、農

家の性質などといった生産条件が反映されるためと述べている。吉田・佐藤・駄田井（2006）

でも、農家の性質、都市からの距離や傾斜といった生産条件が地域ごとに異なるため、放棄

地発生に影響を与える要因は地域ごとに異なっているとしている。 

 以下では、放棄地の発生に影響を与えると考えられる地域ごとの生産条件の差を述べる。 

                                                      
４今後 10 年で発生することが予想される放棄地面積については、前述の農水省資料「農地の見通しと確保」を用いた。

21 万 ha×55 万円＝1155 億円となる。 
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（2）地域ごとの生産条件の差異 

 以下では、これらの生産条件の違いに起因する、吉田・佐藤・駄田井（2006）５及び旧市

町村単位の農水省農業地域類型区分６を参考に、市町村を単位として、「DID 設定市町村まで

の時間距離７」、「人口密度」によって 3類型（都市型市町村、都市近郊市町村、農村型市町

村）に区分した。具体的に、DID 設定市町村で人口密度 500 人以上の市町村を「都市型市町

村」、DID 設定市町村までの時間距離が 30 分未満で人口密度が 500 人未満の市町村を「都市

近郊市町村」、DID 設定市町村までの時間距離が 30分以上の市町村を「農村型市町村」とし

て区分する。「農村型市町村」のうち、平均傾斜が 15 度未満の市町村を「緩傾斜農村型市町

村」、平均傾斜が 15度以上の市町村を「急傾斜市町村」と区分する。まとめたものを表 2に

示す。また、表 3では、県全体に様々な生産条件の市町村が存在する広島県を例に、代表的

な市町村の農業構造を示す。（2010 年世界農林業センサス時点） 

 

表 2：市町村の 3類型 

 

 

 

 

 

 

 

表 2 

 

 農水省「農業地域類型区分について」より筆者作成 

表 3：広島県の代表的市町村の農業構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

農水省「農業センサス」より筆者作成 

 

                                                      
５吉田・佐藤・駄田井（2006）は中国地方の対象市町村を「都市近郊市町村」、「緩傾斜市町村」、「急傾斜市町村」の

3 類型に区分し、分析を行った。DID 設定市町村までの時間距離が 30 分未満の市町村を「都市近郊市町村」、DID

設定市町村までの時間距離が 30 分以上で、平均傾斜が 15 度未満の市町村を「緩傾斜市町村」、DID 設定市町村まで

の時間距離が 30 分以上で、平均傾斜が 15 度以上の市町村を「急傾斜市町村」と区分した。 
６農水省農業地域類型区分とは、昭和 25 年 2 月 1 日時点の旧市町村を「都市的地域」、「平地農業地域」、「中間農業

地域」、「山間農業地域」の 4 地域に区分したものである。詳しくは別添 2 を参照されたい。そのうち、「都市的地

域」は「可住地に占める DID 面積が 5％以上で、人口密度 500 人以上または DID 人口 2 万人以上の旧市町村または

市町村」、「可住地に占める宅地化率が 60％以上で、人口密度 500 人以上の旧市町村または市町村（ただし、林野率

80％以上のものは除く）」と定義されている。本稿では、地理的条件に注目した農業地域区分では都市近郊地域と農

村地域が区別できないことから、吉田・佐藤・駄田井（2006）を参考に、独自の分類を用いることとした。 
７DID とは国勢調査において、人口密度約 4000 人／㎢以上の地区がいくつか隣接し、あわせて人口 5000 人以上を有す

る国勢調査の基本単位区である。 
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（ア）都市型市町村 

この地域は、都市化が進み、市街地や宅地などの土地利用が主となっている地域を想定す

る。都市部では、宅地開発などにより、農地の所有者は所有農地を転用８し、残りを自給用

として残す傾向にあるため、小規模な自給的農家９が多く、農地がまとまった形で存在せず、

散在している。一方、九鬼・高橋（1997）によれば、都市内であっても追加で開発が行われ

にくい公共施設の周辺や、市街地外の平野部においては農地がある程度まとまった形で残

っている場所もあるとされる。 

表 2 でも、自給的農家が多く、一人当たりの耕地面積が少ないことが見て取れ、都市的地

域では大規模な農業経営が不向きという特徴を有することがわかる。 

九鬼・高橋（1997）は、継続した営農意向をもつ農地、整備された農地１０は耕作放棄さ

れにくいと述べている。 

（イ）都市近郊地域 

この地域は、都市から比較的近いため通勤圏に位置する地域を想定する。都市近郊地域は

農水省農業地域分類における分類は存在しないが、都市部への時間的距離の近さから先行

研究では研究対象の対象として特別に注目される地域である。吉田・佐藤・駄田井（2006）

では、DID 設定市町村から 30 分以内に位置する市町村と定義している。 

この地域では、都市部への時間的距離が近く、農業外の就業機会に恵まれるため、農家の

所得のうち農業外の所得が主となる兼業化などが進んでいることが挙げられる。このため、

主業農家１１がいない地域では兼業農家の協力が進み、複数の農家で農業生産過程を協力す

る動きが進みやすい傾向にある。表 2 でも、都市近郊地域は兼業農家数が多いことがわか

る。 

吉田・佐藤・駄田井（2006）では、都市近郊地域では農業生産のため組織へ参加する農家

が多いほど放棄地の発生が抑制されると述べている。 

 

（ウ）緩傾斜農村地域 

農村地域は、都市への通勤圏外にあり、農業が主な産業のひとつとなっている地域を想定

する。農村地域は、他地域に比べ宅地化の進展が緩やかであり、まとまった農地が確保でき

る。中でも、緩傾斜農村地域は、水田稲作をはじめとする土地利用型農業に最も有利な地域

である。そのため、表 2 からもわかるように、一人当たりの耕地面積も広くなっていること

が見て取れる。このような地域では、経営規模が広い経営体が規模を拡大する一環として、

農地を貸受けたり、作業を請け負ったりする動きが見られる。 

吉田・佐藤・駄田井（2006）では、農業を主とする主業農家や、農作業を請け負った農家

が多いほど放棄地が発生しにくいと述べている。 

 

                                                      
８農地を宅地や駐車場など、農地以外にすることを言う。 
９自給的農家とは、経営耕地面積が 30a 未満かつ調査期日前 1 年間における農産物販売金額が 50 万円未満の農家を指

す。 
１０九鬼・高橋（1997）では生産緑地への指定がある農地、圃場整備が行われた農地と記述している。 
１１主業農家とは、農業所得が農外所得以上で、1 年間に 60 日以上自営農業に従事している 65 歳未満の世帯員がいる農

家を指す。 
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（エ）急傾斜農村地域 

この地域は就労機会が他地域に比べ少なく労働力が都市に流出しやすい農村地域の中で

も、傾急傾斜といった環境要因で農業の生産条件が不利な状況にある地域を想定する。その

ため、この地域では営農を継続するための労働力が不足する傾向にある。 

これらの地域では、後述の中山間地直接支払制度に代表される、現役農家への支援が主と

なっている。中山間地直接支払制度は市町村の中の地域単位で条件不利を判断することか

ら、本稿では市町村単位での傾向を見るために、吉田・佐藤・駄田井（2006）を参考に条件

不利地域を再定義した。 

吉田・佐藤・駄田井（2006）では、このような地域では農業生産の不利性や労働力不足か

ら作付けができず、将来耕作する意思を持ちながらも作付けを行わない、不作付けの状態で

保全管理を行うことで放棄地の発生を防ぐ必要があると述べている。 

以上のような現状から、地域の土地条件に応じた制度の変更の必要性が示唆される。 

 

第 3 項 放棄地発生の抑制に関する政策の検討 

（1）「担い手」農家による放棄地発生の抑制 

前項で述べた通り、後継者がいない農家など耕作者の不在は放棄地発生の大きな要因に

なっている。耕作者の不在への対策としては、貸借１２や農作業の受託により、新たな営農

主体が営農を継続することが考えられる。 

新たな営農主体として、近年特に期待されているのが、「担い手」と呼ばれる営農主体で

ある。1999 年に公布された「食料・農業・農村基本法」の第 4 条の基本理念において、「担

い手」は「効率的かつ安定的な農業経営およびそれを目指して経営改善に取り組む農業経営

者」と定義され、2015 年現在、認定農業者、集落営農、それら以外の法人経営、新規就農

者がその具体的な形態とされる。このうち、新規就農者や法人経営は認定農業者になること

を期待されており、認定農業者となれば集落営農とともに所得１３面で継続的な育成支援の

対象とされる。認定農業者と集落営農は、従来の経営主体と比較して、認定などにより、効

率的で生産性の高い営農が担保されていることから、継続的な営農が見込まれ、国によって

その強化、育成が政策的に進められてきた。 

以下、主な「担い手」として国が継続的な育成支援の対象としている認定農業者と集落営

農について詳述したあと、後継者がいない農家から「担い手」に農地を集積１４するために

実施されている政策について述べる。尚、地域に「担い手」が存在する状況は、地域の農業

の実態に応じて ① 認定農業者が存在する場合、 ② 集落営農が存在する場合、 ③ 認定農

業者と集落営農組織が共に存在する場合など地域ごとに異なっている。 

 

 

                                                      
１２現行の農地法では、農地の所有者ではなく耕作者が農地を適切に管理することを規定している。（耕作者主義）また、

農地の権利移転は売買でなく貸借が主流となっている。 
１３経営所得安定化対策といった政策が挙げられる。 
１４売買、貸借、農作業の受託などを通じ、担い手に土地を集めること。 



WEST2015 本番論文 

 13 

（ア）認定農業者の概要 

1992 年の農水省「新しい食料・農業・農村政策の方向」において、「効率的・安定的な経

営体」である個人、法人が農業生産の中心を担うような農業構造の確立が定められ、認定農

業者制度が創設された。 

図 6 のように、農業者は、農業経営基盤強化促進基本構想１５における農業経営の目標に

向け、規模拡大、生産方式・経営管理の合理化などの経営の改善を進める計画を作成し、同

計画について市町村から認定を受けることで、認定農業者となることができる。認定には、

計画が市町村基本構想１６に照らして適切なものであること、計画が農用地１７の効率的かつ

総合的な利用を図るために適切なものであること、計画の達成される見込みが確実である

ことが要件となり、また、認定は 5 年ごとに更新する必要があることから、認定農業者はそ

の効率性・生産性が担保された農業者であると言える。このような背景から、国は、「強い

農家」としての認定農業者を促進するため、様々な支援策を講じている１８。 

前項で述べた通り、農村型市町村はまとまった農地を確保しやすく、農業が主な産業とな

っているため、認定農業者が存在しやすい土地条件である１９。 

 

図 6：認定農業者の認定手続き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

筆者作成 

                                                      
１５効率的かつ安定的な農業経営を育成するため、地域において育成すべき多様な農業経営の目標を定め、その目標に対

して利用集積、経営管理の合理化、農業経営基盤の強化を促進するための措置を総合的に講じることを目的とした構

想をいう。 

１６10 年計画で、市町村が地域の実情をふまえて効率的・安定的な農業経営の目標を内容とする基本構想を作例しようと

いうもの。営農類型別に経営規模、生産方式、経営管理の方法などを定める。 

１７農業振興地域に関する法律により、今後とも長期間にわたり、農業上の利用を図るべき土地として指定された農地を

指す。 
１８農業者は、認定を受１８農業振興地域に関する法律により、今後とも長期間にわたり、農業上の利用を図るべき土地と

して指定された農地を指す。施など、融資や税制において様々な優遇措置を受けることができる。 
１９地域類型による認定農業者の数の比較は前項で用いた広島県の市町村を対象に行った。詳細は別添 3 を参照された

い。 
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（イ）集落営農の概要 

集落営農とは、集落を単位として農業生産の行程の全部または一部について合意した上

で農業などを共同で取り組む営農をいう。具体的には、集落内における農業用機械を共同所

有や、営農の一括管理・運営といった取り組みが行われている。 

前項で述べた通り、都市近郊の市町村は兼業機会が多いことから、兼業農家同士の協力が

進み、集落営農の実施が行われやすい土地条件である２０。 

 集落営農の形成によって、構成員の経験などに応じた役割分担や機械の共同利用によっ

て作業効率が向上するだけでなく、集落単位の土地管理秩序が構築されることから、農地の

荒廃を予防する効果も見込まれている。図 7 のように「平成 22 年度農林水産省集落営農実

態調査」によると、集落営農の設立目的として、「地域の農地を守るため」と回答している

割合がもっと高くなっており、地域内の農地の保全管理に強い目的意識を持っていること

がうかがえる。 

 

図 7：活動目的別集落営農数割合（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農水省「平成 22 年集落営農実態調査」より筆者作成 

 

（ウ）担い手への農地の集積と人・農地プラン 

人・農地プランは、集落・地域が抱える「人と農地の問題解決」のため、話し合いにより、

地域農業の今後のあり方を設計することを目的に 2012 年に導入された。農水省が市町村お

よび都道府県と連携して、各地における人・農地プラン作成あるいは更新の取り組みを積極

的に支援しており、人・農地プラン上では具体的に、①今後の地域の中心となる経営体②①

を元に地域の担い手が確保される見込み、③将来の農地集積のあり方、④③に向けての農地

中間管理機構の活用方針、⑤将来の農地の出し手の状況、⑥地域の中心となる経営体とそれ

以外の農業者を含めた地域農業のあり方などを定める。人・農地プランの具体的な様式は、

別添 1 に示す。 

人・農地プランを具体的に活用する政策として、2013 年に始まった農地中間管理事業（以

下、中間管理事業とする）が挙げられる。中間管理事業は、農地の貸借を行う事業であるが、

                                                      
２０地域類型における集落営農の数の比較は前項で用いた広島県の市町村を対象に行なった。詳細は別添 3 を参照された

い。 
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その具体的運用の前に、市町村での地域内の話し合いによって人・農地プランを作成し、地

域の農地の出し手、受け手の状況の把握しておく必要がある。その後、中間管理事業の主体

である農地中間管理機構が、農地を所有している主体から農地を借受けし、当該農地の利用

を希望する「担い手」を公募によって募集したのち、希望内容などに応じて貸付けを行う。

このように人・農地プランによって農地の出し手となる農家の意向を把握し、農地の適切な

営農主体への権利移転を促進することで、効率的で生産性の高い農家を強化し、放棄地発生

の未然予防を達成することを想定していると言える。 

 

（2）圃場整備による放棄地発生の抑制 

 前項で述べた通り、土地条件の悪さは放棄地発生の大きな要因となっている。土地条件の

改良を対象とした政策として、これまでに様々な政策が行われてきた。 

1963 年に開始された圃場整備事業２１は、農業構造の改善による農業生産性の向上や、耕

作放棄の防止といった様々な役割を果たし、担い手育成支援対策と合わせることにより、担

い手を育成する仕組みが想定された。圃場整備事業は一次整備とされ、圃場整備が完了した

土地について、生産基盤のさらなる向上を目指したのが土地改良総合整備事業である。土地

改良総合整備事業は二次整備と呼ばれ、用排水路などの整備を通じ、水田の汎用化や作物の

生産拡大を図った。 

圃場整備事業並びに土地改良総合整備事業を発展させる形で 2003 年に創設されたのが、

経営体育成基盤整備事業である。この事業は、都道府県を実施主体とし、採択要件として担

い手の育成を設定しており、具体的に農業生産基盤整備と農業経営高度化支援事業から成

る。前者は受益面積 20ha 以上で、認定農業者といった経営体の育成をすることが採択要件

となり、圃場整備２２や農道の整備などを行っている。また、後者は高度な経営体の育成を

採択要件とし、農業経営に関する都道府県の指導事業などへの援助などを担っている。これ

ら 2 つの施策を一体的に実施することで、優良農地を確保し、経営体を育成することを目

標にしている。実際に、大阪府みどり公社への聞き取り調査では、圃場整備を行った土地で

は、その土地条件のよさから「担い手」をはじめとした就農者が耕作しやすい傾向にあり、

放棄地の発生予防に有効であるとの示唆を受けた。 

 

 

（3）休耕田による放棄地発生の抑制 

（ア）中山間地域等直接支払制度の概要 

人的・環境要因で農業の生産条件が不利な状況にある急傾斜地域は、条件不利から他地域

に比べ営農活動が高額となる。そのような条件不利地域の特殊事情に鑑み、営農に関わる所

得補助として、2000 年度から中山間地域等直接支払制度２３が導入された。この制度では 5

                                                      
２１圃場とは、作物を栽培する田畑を指す。 
２２在来の農地の区画を整理し、土地利用の効率性を向上することを言う。 
２３対象となる地域は、特定農山村法、山村振興法、過疎地域自立促進特別措置法、半島振興法、離島振興法、沖縄振興

特別措置法、奄美群島振興開発特別措置法、小笠原諸島振興開発特別措置法等の指定地域、あるいは地域の実態に応

じて各都道府県知事が指定する地域である。 
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年ごとを 1 期として集落などを単位に農用地を維持・管理していくための取り決めを締結

し、国が市町村を通じて面積に応じ一定額を交付するといった所得支援を行う２４。 

対象となるのは、農業振興地域２５の整備に関する法律において定める「農用地区域２６」

内の、傾斜基準などを満たす農用地が 1ha 以上まとまって存在もしくは集落協定に基づく

農用地の保全に向けた共同取り組み活動が行われる複数の団地の合計面積が 1ha 以上とな

る農用地である。交付金を受けるためには、協定に基づき 5 年間以上継続して農業生産活

動を行う必要があり、交付対象者も同協定を締結した農業者などである。交付単価について

は土地の用途と傾斜によって分類がなされる。交付対象となる活動は 2 体系に分かれてお

り、「①農業生産活動を継続する活動」のみの場合は交付単価の 8 割が、①に加え②「体制

整備のための前向きな活動」を行う場合は交付単価の 10 割を交付することとなっている。 

 

（イ）中山間地域等直接支払制度を利用した休耕田による保全管理 

中山間地域直接支払制度の対象となる急傾斜地域では、労働力不足により「担い手」の確

保が困難となることに加え、急傾斜から圃場整備費用が高額化し、土地の改良も実施が難し

い。そのため、前項で放棄地の発生要因として挙げられた①耕作者の不在、②土地条件の不

利を直接的に解消することは難しい。 

そこで、中山間地直接支払制度は、作付けを行っていない場合であっても農地を作付けが

可能な状態で維持する行為に対しても補助を行っている。農業の継続が困難で土地改良の

実施が困難な農地を休耕田２７として維持することで、図 8 のように、将来的に再び営農を

行うことが可能な状態を保つことを目的としているのである。 

 

図 8：中山間地域等直接支払制度の理想図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

筆者作成 

                                                      
２４2015 年から農地保全管理など農業の多面的機能を維持するための地域活動や環境保全を行う営農活動を支援する、

日本型直接支払い制度が創設され、中山間地域等直接支払い制度もその中に含まれることとなった。法律に基づく措

置として実施されるが、基本的枠組みは従来のまま維持しそれを継続する。 
２５自然的経済的社会的諸条件を考慮して総合的な農業振興を図ることが必要と認められる地域について、その地域に必

要な施策を計画的に推進するための措置を講ずることによって、農業の健全な発展と、国土資源の合理的な利用に寄

与することを目的とした地域を指す。 
２６農業振興地域内における集団的に存在する農用地や、土地改良事業の実施にかかる土地のような生産性の高い農地な

ど、農業上の利用をすべき土地として指定された土地を指す。 
２７作付けが行われていないものの、土地の所有者が今後作付けを行う意思のある土地を言う。 
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吉田・佐藤・駄田井（2006）では、条件不利地域での休耕田による保全管理が放棄地発生

に効果があると示されている。放棄地の主な発生要因と現行の各種政策の関係を以下の図 9

に示す。 

 

図 9：放棄地の主な発生要因と現行政策の関係図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 吉田・佐藤・駄田井（2006）では、条件不利地域での休耕田による保全管理が放棄地発生

に効果があることが示されている。 

 放棄地の主な発生要因と現行の各種政策の関係を以下の図○に示す。 

 

図○ 

 

 

筆者作成 

第 4 項 現行政策における問題点 
前項より、放棄地の発生予防に向け、様々な取り組みが行われていることが分かった。し

かし、依然として放棄地は増加を続けていることから、行政による様々な取り組みは、必ず

しも効果を挙げているとは言えない。 

その要因を明らかにするため、我々は大阪府環境農林水産部への聞き取り調査を行った。

聞き取り調査では、全国を対象とする国の政策が農用地に限られるため、都市型市町村に多

い農用地以外の農地に支援が行き渡らないことが分かった。また、認定農業者は「担い手」

として効率的と言えるが、大阪などの都市部の農業地域においては、小規模の農地が多く相

続の問題が隣地同士で発生し、合意形成が難しいこと、個人への農地の集約・集積が進むと

地域のコミュニティーの崩壊を招く可能性があり、必ずしも放棄地発生抑制にはつながら

ないことが明らかになった。 

このことから現行政策の課題は 2 つあると言える。1 点目に、政策の実施主体である国が

土地条件にあった政策の枠組みを十分に用意できていないため、地域ごとの土地状況に応

じた取り組みがなされてないこと、2 点目に、地域単位で外部不経済を予防できる「担い手」

の育成ができていないことが挙げられる。 

 

 

 

 



WEST2015 本番論文 

 18 

第 5 項 問題意識 
第 1 節では、放棄地に関する現状の整理を行った。放棄地は、外部不経済をもたらす土地

利用の中でも特に深刻なものであり、国は政策的な予防を打ち出しているものの、放棄地の

増加は今後続いていく可能性があると分かった。その原因として、それらの政策が必ずしも

地域の土地条件に合った形で行われておらず、更に「担い手」に関する変数を総合的に取り

入れ、放棄地抑制に与える影響を考察した研究は我々が探す限り見つからなかった。 

以上の現状より、我々は、地域ごとに土地条件が異なるにもかかわらず、その土地条件に

合わせた政策が実施されていないこと、また、様々な政策が行われている中、その効果検証

は十分に行われず、特に「担い手」が放棄地抑制に与える影響について考察が十分に行われ

ていないことを本稿における問題意識とする。そして、地域の実情に沿った政策により、将

来の増加が懸念されている放棄地の発生を未然に防ぎ、放棄地による外部不経済の恐れが

ない地域社会を実現することを本稿におけるビジョンとし、論を進める。 
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第 2 節 先行研究及び本稿の位置付け 

石田（2011）では、放棄地の発生要因とその解消に向けた自治体の取り組みについて、ア

ンケート調査に基づいて考察を行った。同研究では、放棄地の取り組み体制に関する質問、

放棄地の発生場所とその要因などを尋ねた質問、取り組み対策とその効果として解消・防止

対策の現状・今後の意向の質問の 3 つの設問から集められた情報を集計し、分析がなされ

た。その結果、放棄地の発生要因として高齢化や農産物価格の低迷、農地の転用期待といっ

た要因が影響していることが明らかにされた。また、放棄地発生防止策の取り組みについて

は、担い手への農地集積などの農地斡旋の充実をはかることは、都市、平地、中山間地を問

わず取り組まれているのに対し、農地の基盤整備については取り組み具合に差があるとさ

れ、特に中山間地域での基盤整備事業への効果的な支援が必要と結論付けられた。 

仙田（1998）では、農業センサスの個票データを用いて二項選択ロジット・モデルによ

り、放棄地の発生要因について研究がなされた。同研究では、定住環境の整備、大規模農家

に対する農地集積支援、後者を含めた農業サービス事業体の設立が耕作放棄の抑制に効果

を持つことが明らかにされた。 

水田の耕作放棄要因について研究を行ったものとして、吉田・佐藤・駄田井（2006）が挙

げられる。同研究では、中国地方の水田率 80％以上でかつ販売農家数 100 戸以上の 179 市

町村を対象に、センサスを用いて重回帰分析が行われた。その結果、都市近郊市町村では農

業生産組織への参加促進、緩傾斜市町村では農業生産組織への参加促進と農作業受委託推

進、急傾斜市町村では粗放的農法推進と保全管理推進が耕作放棄抑制に有効であるとされ

た。 

 集落営農と耕作放棄地の関係を分析した研究としては矢挽（2015）がある。この研究で

は、同一県の市町村を対象として耕作放棄地率２８と集落営農の相関係数を考察し、集落営

農の多い市町村では耕作放棄地率が低くなる傾向を示唆した。 

 以上のように、放棄地の発生抑制に関し、これまでに様々な研究が行われてきたが、それ

らの政策の効果を土地条件ごとに検証した例は少なく、特に認定農業者や集落営農などの

複数存在する「担い手」に関する変数を総合的に取り入れた論文は、我々の探した限り見つ

からなかった。本稿では、放棄地発生抑制に影響を与えると考えられる「担い手」に関する

変数などの政策変数を取り入れ、分析を行う。これを本稿における新規性とする。 

 

                                                      
２８矢挽（2015）における耕作放棄地率は、(耕作放棄地面積／総農家の経営耕地面積+耕作放棄地面積)として算定されて

いる。 
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第 3 節 理論・分析 

第 1 項 実証分析における検証仮説 
前述のとおり、我々は「放棄地の発生予防に「担い手」どのような影響を与えているか」

について検証する。現状分析で述べた通り、放棄地の発生の要因は地域ごとに担い手の有

無、圃場整備事業、休耕田による保全管理が影響を与えていると考えられる。 

「担い手」に関する変数について、集落営農と認定農業者についてそれぞれ考察する。文

献調査より、集落営農は、集落単位で共同の土地管理秩序を維持できることから、放棄地発

生抑制に有効である可能性が示唆された。よって、集落営農の存在は、地域内の放棄地発生

に負の影響を与えると考えられる。一方、聞き取り調査から、認定農業者は「強い農家」に

はなり得るものの、集団での土地管理秩序を有しないため、放棄地の発生抑制への取組みに

は消極的になり、放棄地発生抑制にはつながらない可能性が指摘された。よって、認定農業

者は、放棄地発生に正の影響を与える可能性があると考えられ、その影響は認定農業者が存

在しやすい農村型市町村において顕著となることが考えられる。また、認定農業者が集落営

農と同時に存在する場合も想定される。このような場合には、地域の土地管理秩序に認定農

業者が関わりやすくなると考えられることから、放棄地の発生は抑制されると考えられる。

よって、認定農業者であっても、集落営農と同時に存在する場合は、放棄地発生に負の影響

を与えると考えられる。 

圃場整備は、文献調査並びに聞き取り調査から、実施後は営農を継続しやすい環境になる

ことから放棄地の発生に負の影響を与えると考えられる。 

休耕田による保全管理は、文献調査、聞き取り調査より、労働力不足から稲の作付けが困

難となった急傾斜農村型市町村で放棄地抑制に負の影響を与えると考えられる。 

以上の検証仮説をまとめると、以下のように整理される。 

 

1. 認定農業者は放棄地抑制に正の影響を与え、その影響は農村型市町村で大きい。 

2. 集落営農は放棄地の発生抑制に負の影響を与える。 

3. 認定農業者と集落営農が同時に存在する場合、放棄地発生に負の影響を与える。 

4. 圃場整備は、放棄地の発生に負の影響を与える。 

5. 休耕田による保全管理は、急傾斜農村型市町村で放棄地の発生に負の影響を与え

る。 

 

現状分析、及び吉田・佐藤・駄田井（2006）から、放棄地の発生要因が土地条件によって

異なる可能性が示唆された。よって本研究では、吉田・佐藤・駄田井（2006）に依拠し、土

地条件に応じて被説明変数を 3 分類し、それぞれ分析を行う。 
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第 2 項 分析の枠組み 
 前節の検証仮説に基づき、市町村別の 2 か年分のパネルデータを用いた分析を行う。分析

は変量効果モデルを採用する２９。担い手育成政策の実施主体が主に市町村であるため、市町

村を単位とした分析を行う。その際、市町村単位の公表データがセンサスに限定されること

から、本稿ではデータが入手可能な 2005 年、2010 年の 2 か年分のパネルデータを利用す

ることとした。服部・山路（1995）によると、田と畑で放棄地の発生理由の発生は異なって

いるとされる。我が国の耕地面積のうち、田は 54.4％を占めるなど農地利用の中心は田で

あるため、本稿では水田率３０が一定の市町村に注目して分析することする。 

 本分析では、2000 年から 10 年間の放棄地増加率が高い東北、近畿、中国四国農政局管内

の、2010 年時点で水田率 70％以上３１かつ販売農家数 100 戸以上の市町村のうち、データ

の制約上青森県、秋田県、山形県、和歌山県、兵庫県尼崎市、兵庫県伊丹市、島根県斐川町

を除いた 300 市町村を対象とし分析を行った。これらの都道府県、市町村の耕地面積は、

青森県、秋田県、山形県、和歌山県を除く東北、近畿、中国四国農政局管内の全市町村の耕

地面積の約 7 割（約 74.2 万 ha）にあたる。 

 また、現状分析で述べた通り、放棄地の発生要因は地域ごとに異なっていると考えられ

る。そこで、吉田・佐藤・駄田井（2006）３２及び農水省農業地域類型区分３３を参考に、対

象市町村を「DID 設定市町村までの時間距離」、「人口密度」によって 3 類型（都市型市町

村、都市近郊市町村、農村型市町村）に区分した。具体的に、図 10 のように、DID 設定市

町村で人口密度 500 人以上の市町村を「都市型市町村」、DID 設定市町村までの時間距離が

30 分未満で人口密度が 500 人未満の市町村を「都市近郊市町村」、DID 設定市町村までの

時間距離が 30 分以上の市町村を「農村型市町村」として区分する。加えて、図 11 のよう

に、休耕田による農地の保全管理の影響を評価するため、吉田・佐藤・駄田井（2006）を参

考に農村型市町村を「平均傾斜」によって更に 2 類型（緩傾斜農村型市町村、急傾斜農村型

市町村）に区分した。具体的には、農村型市町村のうち、平均傾斜が 15 度未満の市町村を

「緩傾斜農村型市町村」、平均傾斜が 15 度以上の市町村を「急傾斜市町村」と区分する。 

 分析対象市町村及び本稿における地域類型は別添 2 を参照されたい。 

                                                      
２９固定効果モデルと、プーリング回帰モデルによる分析も検討した。その際、プーリング回帰モデルとの比較では

Breusch-Pagan Lagrange multiplier 検定により、5 つすべての分析で変量効果モデルが採択されたが、変量効果モ

デルとの比較では、Hausman 検定で変量効果モデルが支持されるモデル（分析Ⅲ）やχ2 の検定量が負値となって

しまったモデルがあった（分析Ⅱ－ⅰ）。そこで、固定効果モデルでは時間不変変数である「平均傾斜」や「DID 設

定市町村までの時間距離」が省略されてしまうことを考慮し、更に、Hausman 検定により固定効果モデルが支持さ

れた分析においてもＲ^2 の値が著しく低く（分析Ⅱ－ⅱで 0.0013）なることから、今回は 5 つの分析モデルを同一

のモデルで比較するために変量効果モデルによる分析を行った。 
３０全耕地面積に田耕地面積が占める割合。 
３１吉田・佐藤・駄田井（2006）では中国地方の水田率 80％以上かつ販売農家 100 戸以上の旧市町村を対象として用い

ており、中国地方の経営耕地に占める対象市町村の経営耕地面積は 7 割程度となっている。他方、本稿では 2010 年

現在の市町村を対象に分析を行ったため、同様の基準で選択をすると青森県、秋田県、山形県、和歌山県を除く東北、

近畿、中国四国農政局管内の全市町村の耕地面積に占める割合が 5 割程度（198 市町村、約 545 万 ha）となってし

まう。そのため、本稿では合併による影響を考慮して、対象市町村の耕地面積が青森県、秋田県、山形県、和歌山県

を除く東北、近畿、中国四国農政局管内の全市町村の耕地面積に占める割合の 7 割程度となるよう、水田率 70％以上

かつ販売農家 100 戸以上の市町村を対象とした。 
３２吉田・佐藤・駄田井（2006）は中国地方の対象市町村を「都市近郊市町村」、「緩傾斜市町村」、「急傾斜市町村」

の 3 類型に区分し、分析を行った。DID 設定市町村までの時間距離が 30 分未満の市町村を「都市近郊市町村」、DID

設定市町村までの時間距離が 30 分以上で、平均傾斜が 15 度未満の市町村を「緩傾斜市町村」、DID 設定市町村まで

の時間距離が 30 分以上で、平均傾斜が 15 度以上の市町村を「急傾斜市町村」と区分した。 
３３農水省農業地域類型区分とは、昭和 25 年 2 月 1 日時点の旧市町村を「都市的地域」、「平地農業地域」、「中間農

業地域」、「山間農業地域」の 4 地域に区分したものである。詳しくは別添 2 を参照されたい。そのうち、「都市的

地域」は「可住地に占める DID 面積が 5％以上で、人口密度 500 人以上または DID 人口 2 万人以上の旧市町村また

は市町村」、「可住地に占める宅地化率が 60％以上で、人口密度 500 人以上の旧市町村または市町村（ただし、林野

率 80％以上のものは除く）」と定義されている。本稿では、地理的条件に注目した農業地域区分では都市近郊地域と

農村地域が区別できないことから、吉田・佐藤・駄田井（2006）を参考に、独自の分類を用いることとした。 
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図 10：対象市町村の類型化 
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図 11：農村型市町村の類型化 
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 分析Ⅰでは、対象全 300 市町村を対象に分析を行う。被説明変数には放棄地面積率を採

用し、データが入手可能な 2005 年、2010 年の 2 か年分のパネルデータを利用する。説明

変数には担い手に関する変数や農業構造に関する変数など３４を採用する。この分析は、そ

れぞれの担い手の存在が放棄地面積率に与えている影響を、対象全市町村の平均的に把握

し、地方類型との差異の存在を見るという 2 つの意味を持つ。 

                                                      
３４分析において耕地の貸借や作業受託の多寡の指標として、貸付農地面積率、農作業を請け負った農家率などの変数を

採用することも検討したが、政府が農地の集積対象として担い手を支援していることを考慮し、認定農業者や集落営

農といった担い手に関する変数との相関が高くなると考えられることから、本分析では導入しないこととした。また、

地価に関する変数も同様に、都市化の進展を反映する DID 設定市町村までの時間距離や人口密度との相関が高いと

考えられるため、本分析では導入しなかった。 
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 分析Ⅱでは、「都市型市町村」、「都市近郊市町村」、「農村型市町村」の各地域類型ごとに、

分析Ⅰと同様の分析を行う。この分析は、地域類型においてそれぞれ担い手の存在が放棄地

面積率に与えている要因を個別に明らかにする。分析Ⅱ－ⅰでは「都市型市町村」、分析Ⅱ

－ⅱでは「都市近郊市町村」、分析では「農村型市町村」を対象とした分析を行う。 

 分析Ⅲでは、分析Ⅱ－ⅲで用いた説明変数に、急傾斜地域ダミーと休耕田に関する変数の

交差項を加える。この分析では、担い手となりうる人材の不足が課題とされる、地理的条件

不利地域である「急傾斜農村型市町村」において、通常の営農に比べ多くの労働力を必要と

しない休耕田の設定による農地の保全管理が放棄地面積率に与える影響を明らかにする。 

以下、モデル式及び変数について述べる。変数の出所は表○にまとめた。 

  

 

 モデル式 

分析Ⅰ  ：Yit=β0+β1X1it+β2X2it+β3X3it+β4X4it+β5X5it+β6X6it+β7X7it+β8X8it 

+β9X11it+β10X12it+β11X13it+β2D2it+β13D3it+β14D4it+β15D5it+uit 

（i=1～300,t=2005,2010） 

 

分析Ⅱ－ⅰ：Yit=β0+β1X1it+β2X2it+β3X4it+β4X5it+β5X6it+β6X7it+β7X8it 

+β8X11it+β9X12it+β10X13it+β11D2it+β12D3it+β13D4it+β14D5it+uit 

（i=1～79,t=2005,2010） 

 

分析Ⅱ－ⅱ：Yit=β0+β1X1it+β2X2it+β3X3it+β4X4it+β5X5it+β6X6it+β7X7it+β8X8it 

+β9X11it+β10X12it+β11X13it+β2D2it+β13D3it+β14D4it+β15D5it+uit 

（i=1～144,t=2005,2010） 

 

分析Ⅱ－ⅲ：Yit=β0+β1X1it+β2X2it+β3X3it+β4X4it+β5X5it+β6X6it+β7X7it+β8X8it 

+β9X11it+β10X12it+β11X13it+β2D2it+β13D3it+β14D4it+β15D5it+uit 

（i=1～77,t=2005,2010） 

 

分析Ⅲ  ：Yit=β0+β1X1it+β2X2it+β3X4it+β4X5it+β5X6it+β6X7it+β7X8it+β8X9it 

+β9X10it+β10X11it+β11X12it+β12D1it+β13D2it+β14D3it+β15D4it+β16D5it+uit 

（i=1～77,t=2005,2010） 

 

 

 変数 

Yit：市町村別 放棄地面積率 

β0：定数項 

X1：市町村別 水田率 

X2：市町村別 DID 設定市町村までの時間距離 

X3：市町村別 平均傾斜 

X4：市町村別 人口密度 

X5：市町村別 自給的農家率 

X6：市町村別 主業農家率 

X7：市町村別 65 歳以上農業従事者率 

X8：都道府県別 水田整備率 

X9：市町村別 休耕田率 

X10：（市町村別 休耕田率）×（急傾斜ダミー） 

X11：市町村別 全経営体数に占める認定農業者数 
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X12：市町村別 全農業集落に占める集落営農数 

X13：（市町村別 全経営体数に占める認定農業者数） 

×（市町村別 全農業集落に占める集落営農数） 

D1：急傾斜ダミー 

D2～4：地域ダミー 

D5：2010 年ダミー 

uit：誤差項 

 

 分析Ⅱ－ⅰについては、「都市型市町村」に分類された市町村すべてに DID 設定があ

ったため、変数 X2は分析に盛り込まなかった。また、分析Ⅲでは、変数 D1：急傾斜

ダミーと変数 X3：市町村別 平均傾斜との相関を避けるため、X3を入れず D1のみ

を入れて分析を行った。 

  

第 3 項 変数選択 
 

 被説明変数 

 放棄地面積率の対数値 

被説明変数には、市町村別の放棄地面積率の対数値を採用した。単位は ha である。

農水省「作物統計」では耕地面積が集計されており、農水省「世界農林業センサス」、

「農林業センサス」では総農家の放棄地面積が集計されている。本稿では、市町村にお

ける放棄地面積率を以下のように算定し変数に用いる。その際、変数間の当てはまりを

考慮して対数値とした。 

 

 放棄地面積率＝放棄地面積／耕地面積３５ 

 

 

 説明変数 

説明変数には、先行研究を参考に、政策的にアプローチすることが比較的容易な変数

（以下、政策変数と呼ぶ）、政策的にアプローチすることが比較的困難で改善に長期間を

有する変数（以下、準政策変数と呼ぶ）、地理的条件などに関する変数を用いた。本稿

では、政策変数として、担い手に関する変数、農地管理に関する変数を、準政策変数と

して農業構造・生産基盤に関する変数を指標として用いる。 

   

 

【コントロール変数・地理的条件などに関する変数】 

 水田率（仮説：負の効果を及ぼす） 

この変数は、市町村別の全耕地面積に占める水田の面積の割合を表す変数であ

り、先行研究を参考に採用した。単位は％である。農地の地目によって放棄地発生

状況に差異が生じる可能性があるため、本変数を採用した。対象市町村は水田率が

高く、稲作に適した環境であることから水田率が高いほうが営農を継続しやすい

と考えられるため、水田率は放棄地発生に負の影響を与えると考えられる。 

                                                      
３５農水省「世界農林業センサス」、「農林業センサス」においては放棄地率を総農家の放棄地面積／総農家の放棄地面

積＋経営耕地面積としているが、本稿では、総農家に算定されない土地持ち非農家の存在を考慮し、放棄地面積率＝

放棄地面積／耕地面積として分析を行うこととした。土地持ち非農家とは、農家以外で耕地及び耕作放棄地を 5a 以

上所有している世帯をいう。（農水省 HP） 
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 水田率（％）＝田耕地面積（㎢）／耕地面積（㎢） 

 

 

 DID 設定市町村までの時間距離 

この変数は、先行研究を参考に農水省「農山漁村地域活性化要因調査報告書－平

成 3 年 12 月調査」のデータを用いた。現状分析で述べたとおり、都市へのアクセ

スの便によって生産状況に違いが生じ、放棄地発生状況に差異が生じる可能性が

ある。その影響を考慮するため、本変数を採用した。本稿では、上記調査の結果を

変数として用いた。変数は以下のとおりである。 

 

DID の設定がある「1」、DID の設定がない（最寄りの DID 設定市町村までの所

要時間…30 分未満「2」、30 分～1 時間「3」、1 時間～1 時間半「4」、1 時間以上

「5」。 

 

 

 平均傾斜（仮説：正の効果を及ぼす） 

 この変数は、市町村別の全体面積の傾斜の平均値である。単位は度である。農地

の地理的要因によって放棄地発生状況に差異が生じる可能性があるため、先行研

究を参考に、本変数を採用した。農水省「耕作放棄に関する意向調査（平成 21 年）」

にもあるように急傾斜による条件不利は放棄地の発生要因になっていると考えら

れるため、本変数は放棄地発生に正の影響を与えると考えられる。 

 

 

 人口密度（仮説：負の効果を及ぼす） 

 この変数は、市町村別の 1 ㎢あたりの人口密度を示す変数である。単位は人で

ある。面積当たりの人口が多いほど土地への需要が高まるため、本変数は放棄地面

積率に負の影響を与えると考えられる。 

     

    人口密度（人／㎢）＝人口（人）÷面積（㎢） 

 

 

 急傾斜ダミー（仮説：正の効果を及ぼす） 

 この変数は、市町村別の全体面積の傾斜の平均値が 15 度以上であることを表す

ダミー変数である。傾斜の平均値が 15 度以上である市町村（以下、急傾斜市町村

と呼ぶ）では、それ以外の地域に比べ地理的な条件が不利となるため、本変数は放

棄地発生に正の影響を与えると考えられる。この変数は、市町村別の全体面積の傾

斜の平均値が 15 度以上であれば 1、それ以外は 0 とした。 

 

 

 地域ダミー 

 この変数は、農水省それぞれの地域の気候や風土などによって、放棄地発生状況

に差異が生じる可能性があるため採用した。地域区分は、農水省全国農業地域区分
３６を参考に、東北、近畿、中国、四国とした。 

 

                                                      
３６全国農業地域区分では、全国を北海道、東北、北陸、関東東山、東海、近畿、中国、四国、九州、沖縄ンの 9 地域に

区分している。 
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 2010 年ダミー 

この変数は、2009 年の農地法の改正など、2005 年と 2010 年の法制度の違いに

よって放棄地発生状況に差異が生じる可能性があるため、本変数を採用した。この

変数は、2010 年は 1、それ以外は 0 とした。 

 

 

  【準政策変数・農業構造に関する変数】 

 自給的農家率（仮説：正の影響を与える） 

この変数は、すべての農家数に占める自給的農家３７数の割合を表す変数である。

単位は％である。自給農家と販売農家の比率のような農業構造が放棄地発生に影

響を与えている可能性があるため、先行研究を参考に、本変数を採用した。経営を

行わず、後継者がいない場合、営農が見込めず離農後に放棄されると考えられるた

め、放棄地発生に正の影響を与えると考えられる。 

 

自給的農家率（％）＝自給的農家数（戸）／総農家数（戸） 

 

 

 主業農家率（仮説：負の影響を与える） 

この変数は、主として農業に従事する農家の割合のような農業構造が放棄地発

生に影響を与えている可能性があるため、先行研究を参考に、本変数を採用した。

単位は％である。農業を職業として行っていることから、後継者がいる場合が多い

と考えられるため、放棄地発生に負の影響を与えると考えられる。 

 

主業農家率（％）＝主業農家数（戸）／販売農家数（戸） 

 

 

 65 歳以上農業者（仮説：正の影響を与える） 

この変数は市町村別の農業従事者全体に占める 65歳以上の農業従事者の割合を

表す変数である。単位は％である。農業従事者の高齢化が放棄地発生に影響を与え

ている可能性があるため、先行研究を参考に、本変数を採用した。他産業からの退

職後に農業を始める人もいると考えられるため、放棄地発生に正の影響を与える

と考えられる。 

 

 65 歳以上農業従事者（％）＝65 歳以上農業従事者数（人）／全農業従事者数（人） 

 

 

  【準政策変数・生産基盤に関する変数】 

 都道府県ごとの水田整備状況（仮説：負の影響を与える） 

この変数は、30ａ以上に区画整備された水田の都道府県ごとの整備状況を表す

変数である。現状分析、先行研究からも水田整備の放棄地抑制効果が示唆されてお

り、本変数の値が高くなるほど放棄地面積率が低くなると考えられる。本来は市町

村ごとの水田整備率を用いるべきであるが、使用できるデータがないため、農水省

により公表されている都道府県単位のデータを用いることとした。また、2005 年

度末の水田整備率３８の公表が 25％未満、25％～45％、45％～55％、55％～75％、

                                                      
３７12 ページ参照。 
３８区画整理・農道の整備・用排水施設の整備・暗きょ排水の整備されている度合を表す。 
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75％以上と区分されていたため、以下のように改変した。本変数は、2005 年度末

の水田整備状況の分類をもとに作成した。変数は以下である。 

 

都道府県ごとの水田整備率…25％未満「1」、25％～45％「2」、45％～55％「3」、

55％～75％「4」、75％以上「5」 

 

 

【政策変数・農地管理に関する変数】 

 休耕田面積率（仮説：正の影響を与える） 

     休耕田とは、災害や労働力不足、転作３９などの理由で、過去１年間全く作付け

しなかったが、ここ数年の間に再び耕作する意思のある田のことである。この変数

は、災害や労働力不足、転作などの理由で、過去１年間全く作付けしなかったたが、

ここ数年の間に再び耕作する意思のある田が、全経営耕地のうち田耕地面積に占

める割合を表す変数である４０。作付けをやめた土地は将来の放棄地発生を誘発す

ると考えられることから、変数は放棄地発生に正の影響を与えると考えられる。 

     

    休耕田面積率（％） 

    ＝過去 1 年間何も作付しなかった田面積（ha）／全経営耕地の田面積（ha） 

 

 

 （急傾斜ダミー）×（休耕田面積率）（仮説：負の影響を与える） 

     急傾斜地の市町村で休耕田が全経営耕地のうち田耕地面積に占める割合を表す

変数である。現状分析、先行研究より、急傾斜農村地域では休耕田が、作付けによ

らない土地管理として用いられることから、本変数は放棄地面積率に負の影響を

与えると考えられる。 

 

 

【政策変数・担い手に関する変数】 

 全経営体数に占める認定農業者数（仮説：正の影響を与える） 

この変数は、「担い手」である認定農業者が市町村内の全農業経営体に占める割

合を表す変数である。本稿では、認定農業者数を表す変数として認定農業者の認定

要件である、経営改善計画の認定数を用いた４１。数値は以下のように算定した。

「担い手」である認定農業者は、市町村からその効率的経営の認定を受けた営農主

体であり、市町村から経営規模拡大のための土地の借り入れに対し支援を受ける

ことができる。しかしながら、後継者がいない場合、離農時に土地を移転する先が

担保されていないこと、経営規模拡大を図る際に集落内の土地所有者と合意形成

が図れずミスマッチが起こる場合があることから、本変数の値が高くなるほど放

棄地面積率が高くなると考えられる。 

 

 全経営体に占める認定農業者率（％） 

 ＝経営改善計画提出数（件）／全農業経営体数（件） 

                                                      
３９従来から栽培している作物の種類を、他に転換することを言う。 
４０休耕田面積率を表す指標として、全田耕地に占める全休耕田面積を用いることも考慮したが、自給的農家の土地利用

は一定でなく、また、自給的農家の土地利用状況を調査したデータが存在しないため、本稿では経営耕地内での休耕

田面積を指標として用いた。 
４１農水省近畿農政局への聞き取り調査では、経営改善計画の認定数と認定農業者数はほぼ同値であるとの回答を得てい

る。 
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 全農業集落あたり集落営農数（仮説：負の影響を与える） 

この変数は、「担い手」である集落営農について、農業集落あたりの数を表す変

数である。単位は個である。2005 年時点のデータの制約上、本稿では本指標を集落

営農が存在する農業集落の割合として近似的に用いる４２。数値は以下のように計算し

た。現状分析では、「担い手」である集落営農は、地域ごとに共同で営農を行うこ

とにより土地管理秩序を有するため、放棄地増加抑制に有効である可能性が示唆

された。したがって、本変数の値が高くなるほど、放棄地面積率が低くなると考え

られる。 

 

     全農業集落当たりの集落営農数（集落営農） 

     ＝集落営農数（集落営農）／全農業集落（集落営農） 

 

 

 （全経営体数に占める認定農業者率）×（全農業集落あたり集落営農率）（仮説：負

の影響を与える） 

この変数は、各市町村において「担い手」である認定農業者と、同じく「担い手」である集

落営農が共に存在する状況を考慮するために採用したものである。積極的な規模拡大を図

る認定農業者と、地域ごとの土地管理秩序を有する集落営農が共に存在すればその秩序に

沿った形での土地利用を行い得る。よって両者が地域内に共に存在すれば、放棄地増加が抑

制されると考えられる。以上より、本変数は放棄地発生に負の影響を与えると考えられる 

 変数の出所、基本統計量は表 4、表 5 のとおりである。 

 

表 4：変数の出所 

                                                      
４２厳密には複数の農業集落にまたがる集落営農も存在するが、農水省「平成 22 年集落営農実態調査」によれば全国の

集落営農の 75％はひとつの農業集落で構成されているため、本稿では集落営農が存在する農業集落の割合として本指

標を近似的に用いることとした。 

変数 出典 

耕作放棄地率の対数

値 
農水省 作物統計、世界農林業センサス、農林業センサス 

水田率 農水省 作物統計 

DID 設定市町村までの

時間距離 
農水省 農山漁村地域活性化要因調査報告書 

平均傾斜 

国土庁土地局国土調

査課、経済企画開発

庁 

「土地分類図」をもとに算出 

急傾斜ダミー 

国土庁土地局国土調

査課、経済企画開発

庁 

「土地分類図」をもとに筆者作成 

人口密度 総務省統計局 国勢調査 

自給的農家率 農水省 世界農林業センサス、農林業センサス 

主業農家率 農水省 世界農林業センサス、農林業センサス 

65 歳以上農業従事者

率 
農水省 世界農林業センサス、農林業センサス 

都道府県別水田整備

状況 
農水省 農水省 HP 

不作付け地率 農水省 世界農林業センサス、農林業センサス 
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筆者作成 

  

 

 

表 5：基本統計量 

 

 分析Ⅰ 

 

変数 標本数 平均 標準偏差. 最小値 最大値 

耕作放棄地面

積率の対数値 
600 -2.485872 0.8073266 -6.703188 -0.293652 

水田率 600 0.8395288 0.0770615 0.4136691 1.059748 

DID設定市町

村からの時間距

離 

600 1.826667 1.04168 1 5 

平均傾斜 600 15.67012 8.938582 1.5 42.26923 

自給的農家率 600 0.3397782 0.1443062 0.0256917 0.7515856 

人口密度 600 707.4411 1247.664 7.068613 9778.245 

主業農家率 600 0.1406003 0.1516305 0 2.696774 

65歳以上農業

従事者率 
600 0.445132 0.1211292 0.2819723 0.8935362 

水田整備率 600 2.853333 1.27457 1 5 

休耕田面積率 600 0.0978886 0.0787706 0.0094637 1.618056 

全経営体に占

める認定農業者

数 

600 0.0758014 0.1877949 0 4.3125 

全農業集落に

占める集落営農

数 

600 0.1317169 0.1910001 0 1.26087 

（全経営体に占

める認定農業者

数）×（全農業

集落に占める集

落営農数） 

600 0.0118461 0.0748876 0 1.731296 

東北ダミー 600 0.2133333 0.4100029 0 1 

近畿ダミー 600 0.3633333 0.481361 0 1 

中国ダミー 600 0.2533333 0.4352831 0 1 

2010年ダミー 600 0.5 0.5004172 0 1 

筆者作成 

 

 

 

全経営体に占める経営

改善計画認定件数 

農水省東海農政局、 

農水省中国農政局、 

各都道府県 

農水省東海農政局、農水省中国農政局、各都道府県へ

の聞き取り調査（電話・メール） 

全農業集落に占める集

落営農数 
農水省 集落営農実態調査、農水省 HP 
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 分析Ⅱ－ⅰ 

 

変数 標本数 平均 標準偏差 最小値 最大値 

耕作放棄地面積率

の対数値 
158 -2.491957 0.7452632 -5.156589 -0.911933 

水田率 158 0.8538183 0.0825641 0.4136691 0.9844961 

人口密度 158 2044.22 1800.866 529.0311 9778.245 

自給的農家率 158 0.4052729 0.1743884 0.0256917 0.7515856 

平均傾斜 158 10.86598 8.970629 1.5 40.28283 

主業農家率 158 0.1353682 0.108406 0.0085106 1 

65歳以上農業従

事者率 
158 0.4201954 0.1049138 0.3076264 0.8010753 

水田整備率 158 2.21519 1.406725 1 5 

休耕田面積率 158 0.1131956 0.1294555 0.0094637 1.618056 

全経営体に占める

認定農業者数 
158 0.059965 0.0604239 0 0.3061225 

全農業集落に占め

る集落営農数 
158 0.0675072 0.1280235 0 0.8113208 

（全経営体に占める

認定農業者数）×

（全農業集落に占

める集落営農数） 

158 0.0034529 0.0079215 0 0.0617807 

東北ダミー 158 0.0886076 0.2850801 0 1 

近畿ダミー 158 0.6455696 0.4798613 0 1 

中国ダミー 158 0.1139241 0.3187292 0 1 

2010年ダミー 158 0.5 0.5015898 0 1 

筆者作成 

 

 

 分析Ⅱ－ⅱ 

 

変数 標本数 平均 標準偏差 最小値 最大値 

耕作放棄地面積率

の対数値 
288 -2.571208 0.9180932 -6.703188 -0.293652 

水田率 288 0.8413272 0.0767207 0.6917911 1.059748 

DID設定市町村か

らの時間距離 
288 1.458333 0.4991282 1 2 

人口密度 288 278.0645 312.6628 32.16397 1907.617 

自給的農家率 288 0.3183985 0.1258845 0.0744186 0.6475558 

平均傾斜 288 15.9896 8.069188 1.5 42.26923 

主業農家率 288 0.1360044 0.115934 0 0.7826087 

65歳以上農業従

事者率 
288 0.4549806 0.1320795 0.2890144 0.8609272 

水田整備率 288 3.149306 1.148518 1 5 

休耕田面積率 288 0.0976071 0.0500951 0.0207641 0.4317817 
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全経営体に占める

認定農業者数 
288 0.070953 0.0764141 0 0.5951557 

全農業集落に占め

る集落営農数 
288 0.1668128 0.2129371 0 1.037037 

（全経営体に占める

認定農業者数）×

（全農業集落に占

める集落営農数） 

288 0.0107972 0.022391 0 0.176311 

東北ダミー 288 0.2638889 0.4415069 0 1 

近畿ダミー 288 0.3333333 0.4722251 0 1 

中国ダミー 288 0.2638889 0.4415069 0 1 

2010年ダミー 288 0.5 0.5008703 0 1 

筆者作成 

 

 分析Ⅱ－ⅲ 

 

変数 標本数 平均 標準偏差 最小値 最大値 

耕作放棄地面積率

の対数値 
154 -2.320041 0.5993698 -5.571116 -1.002648 

水田率 154 0.8215047 0.068331 0.5446808 0.9819587 

DID設定市町村か

らの時間距離 
154 3.363636 0.6648817 3 5 

平均傾斜 154 20.00157 8.073422 1.5 42.04167 

主業農家率 154 0.1545631 0.2290807 0.0166028 2.696774 

自給的農家率 154 0.3125649 0.1206643 0.0746411 0.644335 

人口密度 154 138.9304 255.7001 7.068613 1984.388 

65歳以上農業従

事者率 
154 0.4522981 0.1120166 0.2819723 0.8935362 

水田整備率 154 2.954545 1.122211 1 5 

休耕田面積率 154 0.0827103 0.0437465 0.010582 0.2845188 

全経営体に占める

認定農業者数 
154 0.1011163 0.3498903 0 4.3125 

全農業集落に占め

る集落営農数 
154 0.1319604 0.1854079 0 1.26087 

（全経営体に占める

認定農業者数）×

（全農業集落に占

める集落営農数） 

154 0.0224188 0.144097 0 1.731296 

東北ダミー 154 0.2467532 0.4325285 0 1 

近畿ダミー 154 0.1298701 0.3372573 0 1 

中国ダミー 154 0.3766234 0.4861201 0 1 

2010年ダミー 154 0.5 0.5016313 0 1 

筆者作成 
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 分析Ⅲ 

 

変数 標本数 平均 標準偏差 最小値 最大値 

耕作放棄地面積率

の対数値 
154 -2.32004 0.59937 -5.57112 -1.00265 

水田率 154 0.821505 0.068331 0.544681 0.981959 

DID設定市町村か

らの時間距離 
154 3.363636 0.664882 3 5 

急傾斜地ダミー 154 0.714286 0.453228 0 1 

自給的農家率 154 0.312565 0.120664 0.074641 0.644335 

人口密度 154 138.9304 255.7001 7.068613 1984.388 

主業農家率 154 0.154563 0.229081 0.016603 2.696774 

65歳以上農業従

事者率 
154 0.452298 0.112017 0.281972 0.893536 

水田整備率 154 2.954545 1.122211 1 5 

休耕田面積率 154 0.08271 0.043747 0.010582 0.284519 

（休耕田面積率）×

（急傾斜地ダミー） 
154 0.058082 0.050301 0 0.284519 

全経営体に占める

認定農業者数 
154 0.101116 0.34989 0 4.3125 

全農業集落に占め

る集落営農数 
154 0.13196 0.185408 0 1.26087 

（全経営体に占める

認定農業者数）×

（全農業集落に占

める集落営農数） 

154 0.022419 0.144097 0 1.731296 

近畿ダミー 154 0.12987 0.337257 0 1 

中国ダミー 154 0.376623 0.48612 0 1 

2010年ダミー 154 0.5 0.501631 0 1 

筆者作成 
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第 4 項 推定結果 
 
推定結果は以下のとおりである。 

 

表 6： 推定結果 

 

筆者作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分析Ⅰ 分析Ⅱ-ⅰ 分析Ⅱ-ⅱ 分析Ⅱ-ⅲ 分析Ⅲ

変量効果モデル 変量効果モデル 変量効果モデル 変量効果モデル 変量効果モデル

係数 係数 係数 係数 係数

水田率 -1.739425 *** -0.2054758 -2.596446 *** -2.837327 *** -2.984491 ***
( -4.37 ) ( -0.37 ) ( -3.83 ) ( -4.7 ) ( -5.19 )

DID設定市町村からの時間距離 -0.033994 -0.1937367 ** 0.1036581 0.1019671
( -1.07 ) ( -2.36 ) ( 1.22 ) ( 1.27 )

平均傾斜 0.0220462 *** 0.0101601 0.018006 ** 0.0069881
( 5.39 ) ( 1.38 ) ( 2.44 ) ( 0.85 )

急傾斜地ダミー 0.7244995 ***
( 3.65 )

人口密度 -0.0000361 -0.0000752 * -0.0002592 -0.000392 -0.000235
( -1.11 ) ( -1.87 ) ( -1.48 ) ( -1.49 ) ( -1.02 )

自給的農家率 0.814783 *** -0.0903468 2.79732 *** 1.891228 *** 1.881006 ***
( 4.9 ) ( -0.53 ) ( 6.69 ) ( 4.18 ) ( 4.52 )

主業農家率 -0.0287809 -0.2132142 0.0822499 0.0065665 0.0046633
( -0.24 ) ( -0.71 ) ( 0.21 ) ( 0.08 ) ( 0.06 )

65歳以上農業従事者率 -0.239981 -0.1885292 -0.4223203 -0.4849121 -0.549968 *
( -1.41 ) ( -0.54 ) ( -1.79 ) ( -1.47 ) ( -1.72 )

水田整備率 -0.0728285 ** -0.1117795 * -0.0232046 -0.0372996 -0.0587878
( -2.35 ) ( -1.85 ) ( -0.5 ) ( -0.62 ) ( -1.02 )

全経営体に占める認定農業者数 0.2402204 -0.6729396 0.4736677 0.7065809 * 0.6410314 *
( 0.78 ) ( -1.16 ) ( 0.94 ) ( 1.81 ) ( 1.69 )

全農業集落に占める集落営農数 -1.098754 *** -2.256025 *** -0.7188172 *** -0.6659715 *** -0.7110665 *
( -6.43 ) ( -3.83 ) ( -2.73 ) ( -2.89 ) ( -3.21 )

-0.5892871 7.478349 -5.539268 *** -1.714017 * -1.536315
( -0.76 ) ( 1.33 ) ( -2.82 ) ( -1.75 ) ( -1.61 )

不作付け田面積率 -0.1028556 -0.2111854 1.098222 * -0.4667149 4.70355 ***
( -0.5 ) ( -1.2 ) ( 1.67 ) ( -0.63 ) ( 2.98 )

-6.316933 ***
( -3.63 )

東北ダミー 0.0955284 0.4450549 0.1102917 0.1116046 0.134232
( 0.79 ) ( 1.62 ) ( 0.65 ) ( 0.51 ) ( 0.65 )

近畿ダミー -0.0744313 0.1806698 -0.2987258 0.2661474 0.295383
( -0.67 ) ( 0.99 ) ( -1.64 ) ( 1.14 ) ( 1.33 )

中国ダミー 0.4095351 *** 1.141506 *** 0.2850799 0.0540863 0.0640771
( 3.89 ) ( 4.67 ) ( 1.8 ) ( 0.32 ) ( 0.4 )

2010年ダミー 0.0416826 0.0950753 -0.0208114 0.0074026 0.0281465
( 1.59 ) ( 2.13 ) ( -0.47 ) ( 0.21 ) ( 0.81 )

cons -1.21593 *** -2.023797 *** -0.9121084 -0.6784789 -0.9306798
( -3.21 ) ( -3.85 ) ( -1.33 ) ( -1.1 ) ( -1.64 )

R-square 0.5634 0.5498 0.7136 0.4871 0.5557

Brecusch and Pagan Test
chibar2(01) =

126.61
***

chibar2(01) =
36.91

***
chibar2(01) =

49.73
***

chibar2(01) =
41.47

***
chibar2(01) =

43.12
***

obs 600 158 288 154 154

1)*,**,***はそれぞれ有意水準1%,5％,10％で帰無仮説を棄却し、統計的に有意であることを示す。

2)係数の()はz値を示している。

放棄地面積率の対数値

分析モデル

（全経営体に占める認定農業者
数）×（全農業集落に占める集落

営農数）

（不作付け田面積率）×（急傾斜
地ダミー）
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第 5 項 結果の解釈 
  

 

 

 

 

以上より、仮説のとおり集落単位の土地管理秩序を有する集落営農と、集落営農と何らか

の関わりを有する認定農業者といった、「集落単位の土地利用秩序を有する担い手は放棄地

の発生を抑制する」と考えられる。また、分析Ⅱ－ⅰ（都市型市町村）で経営体に占める認

定農業者数・全農業集落に占める集落営農数の交差項が有意な結果とならなかったのは、ま

とまった土地が確保しにくい都市型市町村では稲作など土地利用型農業の認定農業者の数

が少ないためであると考えられる。 

 

 

 

これは、農村部では都市化の進展が比較的緩やかであり、耕地のまとまりなど営農条件が

整っているため認定農業者の割合が大きい一方で、都市近郊市町村に比べ、兼業機会が少な

いことから集落営農の形成が遅れているため、集落営農の割合が小さく、認定農業者と集落

営農が同時に存在することが少ないためだと考えられる。 

 

 

 

  

都市近郊市町村、緩傾斜農村型市町村で正に有意となったのは、休耕田として管理しても

将来にわたって適切に耕作を続けられずそのまま放棄地化しているためだと考えられる。

都市的市町村で有意な結果とならなかったのは、都市的市町村では土地への需要が高く、不

作付け地が農地に戻される、転用されることを通じて解消されるためだと考えられる。 

 

 

  

これは、都市から離れて就業機会が限られるうえ急傾斜という条件不利から、労働力不足に

悩む急傾斜農村型市町村では、作付けより少ない労働力で耕地を管理できる休耕田の形で

の管理が有効であることを示していると考えられる。 

 

コントロール変数、準政策変数に関しては、全体的な傾向を述べる。 

都市型市町村を除いて自給的農家が正に有意な結果となった。自給農家は高齢農家が多

いため、後継者不足から放棄すると考えられるためである。 

水田率はすべての分析で負に有意となった。これは、対象市町村は水田率が高く、稲作に

適した環境であることから水田率が高いほうが営農を継続しやすいと考えられるためであ

る。 

人口密度は、都市的地域で負に有意となったが、これは都市的地域で人口密度が高い市町

村ほど土地への需要が高く、放棄地が抑制されるためと考えられる。 

分析Ⅲで 65 歳以上農業従事者率が負に有意になったのは、高齢の農業従事者が多い農村

型農業地域では、高齢者が自給的農業を通じて土地管理主体となっているためと考えられ

る。 
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水田整備率は、都市型市町村で負に有意な結果となった。これは、都市型市町村では基盤

整備事業の実施除外地域となる都市計画法上の市街化区域４３に分類される耕地が多いこと

から、水田整備の効果が強く表れたためだと考えられる。 

 主業農家率は、主業農家の中でも農家ごとに経営状態が異なるため、有意な結果を得られ

なかったと考える。 

以上をもとに、検証仮説と分析結果を照合すると、表 7 の通りとなる。 

 

表 7：検証仮説と分析結果の照合 

検証仮説 分析結果 結果の解釈 

1. 認定農業者は放棄地抑制に正の影響を

与え、その影響は農村型市町村で大きい。 
○   

2. 集落営農は放棄地の発生抑制に負の影

響を与える。 
○   

3. 認定農業者と集落営農が同時に存在す

る場合、放棄地発生に負の影響を与える。 

△  

都市型市町村 

で有意に出ず 

都市型市町村では認

定農業者が少ないため 

4. 圃場整備は、放棄地の発生に負の影響を

与える。 

△ 

都市型市町村 

でのみ有意 

都市型市町村では農

用地が少なく圃場整備

の効果が表れやすい

ため 

5. 休耕田による保全管理は、急傾斜農村型

市町村で放棄地の発生に負の影響を与える。 
○   

筆者作成 

 

第 6 項 事例研究Ⅰ 都市近郊市町村での圃場整備実施の課題 
 

農水省は、担い手への集積を進めるために、優良農地の確保を目的とし圃場整備の実施を

進めている。大阪府みどり公社への聞き取り調査で、圃場整備により整備された農地では、

集落営農など「担い手」への集積が進みやすいとの回答を得た。また、本稿の分析において

も、放棄地増加抑制に直接的な影響を与えることがわかった。しかしながら、都市型市町村

において農地は散在していることから、圃場整備の面積要件を満たしにくいことも、聞き取

り調査より明らかとなった。また、圃場整備の対象地は農用地に限られてしまうため、都市

型市町村に多い市街化区域内農地には適用ができない。加えて、大阪府箕面市４４農業振興

課への聞き取り調査では、国の基準が厳しく市内に基準を満たす農地が存在しないため、農

用地を指定することは困難との回答を得た。現行の農用地への指定要件は 10ha 以上のまと

まりのある農地となっている。 

そこで、我々は過去に独自事業として圃場整備を行っていた大阪府の都市緑農区事業を

参考に、都市型市町村への圃場整備実施の課題と対策を事例研究として検討する。 

大阪府では、府の単独事業として、1984 年から農用地外の農地に対し 2ha 程度４５のまと

まりがある農地を「一定の要件を満たし、今後とも農業振興を図ることが適当であると認め

                                                      
４３すでに市街地を形成している区域、及びおおむね 10 年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域を指す。 
４４本稿での地域類型では、都市型市町村に分類される。 
４５特定市の市街化区域では 1ha、それ以外の地域では 2ha が面積要件となっていた。 
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られる集団的な優良農地」である都市緑農区として指定し、圃場整備を優先的に行ってい

た。しかしながら、現在では当事業は廃止され、後継事業として行われる整備事業４６でも

水路や農道の整備例はあるものの、圃場整備の実施例はない。 

 我々は、都市緑農区事業の廃止理由と課題について、大阪府にヒアリング調査を行ったと

ころ、都市緑農区は農用地のように独自の転用規制がなく、営農継続誓約書程度にとどまっ

ていたため、農地の相続時に自由な処分を規制することができなかった点、国からの補助が

なくなり府単独で取り組むことが財政的に難しくなった点が挙げられた。 

 以上より、都市型市町村において圃場整備を行う際の課題としては、転用規制により継

続した営農を確保すること、都道府県が単独事業として取り組むことの財源面での難しさ

の 2 点を解決することが課題と言える。 

 

第 7 項 事例研究Ⅱ 認定農業者と集落営農の協力の必要性 
 分析において、認定農業者と集落営農が同時に存在する状況では放棄地の発生が抑制さ

れやすいことがわかった。地域内における認定農業者と集落営農の関係については、地域の

農業の実態に応じて ① 認定農業者が中心的役割を果たす場合、 ② 集落営農が中心的役

割を果たす場合、 ③ 認定農業者と集落営農で役割分担をする場合など地域ごとに異なっ

ている。認定農業者制度が 1993 年に創設されたのに対し、集落営農が「担い手」として国

の支援対象となったのは 2002 年からであるため、認定農業者などが既に規模拡大を図って

きている地域において、後から集落営農が実施される場合が多い。その際、規模拡大を図っ

てきた認定農業者などに対して、集落営農が農地の受託契約や貸借契約を一方的に解除す

る「貸しはがし」により、認定農業者の経営を妨げる事例が報告されている。    

文献調査によると、岩手県北上市の認定農業者が、新たに設立された集落営農から、翌年

に突如集落営農に参加する農家との受託作業契約の更新を行わないことを通告され、約

25ha の経営面積のうち、3 分の 1 近くを失うことになり、岩手県が「貸しはがし」として

認定したという事例が報告されている。 

国は、認定農業者と集落営農組織が存在する地域では、農家の意向を踏まえながら地域で

十分な話し合いを持つことが重要としており、認定農業者と集落営農がともに存在する滋

賀県農政水産部への聞き取り調査でも、認定農業者は地域との良好な関係なしには発展で

きない、との回答を得た。 

以上より、認定農業者と集落営農が共存する際には、話し合いをもととした協力関係が必

要不可欠であると言える。 

 

                                                      
４６農空間保全地域制度、生産緑地及び、農業振興地内の農用地以外の農地で 5ha 以上のまとまりがある農地を農空間と

位置付けその保全に支援を行っている。 



WEST2015 本番論文 

 37 

第 4 節 政策提言 

第 1 項 政策提言の方向性 
前節では、市町村別のパネルデータを用いて放棄地の発生を抑制させる要因について土

地条件別に分析を行い、「担い手」に関する変数を取り入れることでその効果検証を行った。

図 12 のように、分析結果より、各土地条件において、以下の要因が放棄地発生予防に有効

であることが明らかとなった。 

 

図 12：放棄地発生予防に有効な要因 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

筆者作成 

 

この結果を踏まえ、農水省の方針である効率的な担い手への支援という要請を維持しつ

つ、放棄地の発生を抑制するために、地域の実情に合わせて政策提言を行う。具体的には、

表 8 のように以下の 4 つの政策提言を行う。 

 

表 8：分析結果と政策提言の相関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

筆者作成 

 

 また、政策提言は地域の実情に合わせて行うため、それぞれの地域類型で整理すると、

図 13 のようになる。 
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図 13：地域類型と政策提言の相関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 筆者作成 

                             

第 2 項 政策提言 

（1）政策提言Ⅰ 集落営農の設立促進 

 

  対象地域：都市型市町村、都市近郊市町村、農村型市町村 

  実施主体：都道府県、国 

 

 概要と政策を行う理由 

 集落営農は農業生産機能だけでなく、集落での合意形成機能をも担っているため、放棄地

増加の抑制に有効と考えられ、本稿の分析においてもその有効性が明らかとなった。しか

し、「平成 22 年集落営農実態調査」によると、全国の農業集落数 13 万 9176 に対し集落営

農の数は 1 万 3577 にとどまっている。そこで、1989 年より職員の集落への派遣など、集

落営農の実施支援を行い、現在、集落営農数が全国 2 位４７となった滋賀県農政水産部への

聞き取り調査では、集落営農設立支援の際は「個人で耕作することを希望する小規模農家に

対し集落で協力して耕作することのメリットを理解してもらう」ことが最大の課題との回

答を得た。そこで我々は、現在集落営農を実施していない地域に対して実施を推進するため

に、集落営農のメリットの啓発を積極的に行うことを提言する。ここでいう集落営農のメリ

ットとは、機械の共同利用や農作業の協力による農業経営の効率化で得られる短期的なメ

リットに加え、農業後継者のいない個人が離農しても集落営農による土地利用が継続され、

外部不経済を引き起こす放棄地の発生予防となるという地域での長期的なメリット、集落

営農に実施を契機として、将来的に都道府県などが現在実施している政策での継続的な支

援対象になることができるという所得面での長期的なメリットも含む。現在都道府県が行

う集落営農への支援策の例として、長野県の事例を表 9 に示す。長野県では、組織の設立に

                                                      
４７平成 26 年度農林水産省集落営農実態調査より 
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加え、集落営農が地域の中心となる経営体となった場合、法人となって経営発展を図る場合

など、幅広い支援が行われている。 

 

 

表 9：長野県の集落営農への支援策 

事業名 事業内容 事業主体 区分補助率 

経営体育成支援事業   

適切な人・農地プランに位置付けら

れた地域農業の担い手となる経営体

を育成するため、経営規模拡大等を

図る為に必要な農業用機械等の導入

への支援 

    

  

（１）融

資主体補

助型 

人・農地プランに位置付けられた中

心経営体、農地中間管理機構から賃

借権の設定等を受けた者が融資等を

受け、農業用機械等を導入する際、

融資残について補助金を交付するこ

とにより、主体的な経営展開を支援 

市町村 

融資残額 

(事業費の

3/10 以内) 

（300 万円

上限） 

  

(１）－１ 

追加的信

用供与補

助事業 

上記の支援に併せて、融資の円滑化

を図るため、金融機関の債務保証

(経営体の信用保証)への支援 

定額 

  

（２）条

件不利地

域補助型 

経営規模が小規模・零細な地域にお

いて意欲ある経営体を育成するた

め、共同利用機械等を導入する場合

への支援 

事業費の 

1/2 以内 

(機械 1/3 以

内) 

(4000 万上

限) 

担い手経営発展支援事

業 
  

経営体が、安定的に経営発展してい

けるよう集落営農の組織化・農業経

営の法人化を促進するととともに、

担い手の円滑な経営継承等への支援 

    

  

（１）集

落営農の

組織化へ

の助成 

集落営農の法人化の前提となる組織

化に必要となる規約の作成等への支

援 

市町村 

定額 

（20 万ま

で） 

  

（２）集

落組織の

法人化へ

の助成 

集落営農が法人化した場合に、必要

な経費を支援 

定額 

（40 万ま

で） 

コンサルタントアドバイザーによ

る 

支援事業 

税務、労務管理、資金、農業経営な

どに関する農業経営コンサルタント

の派遣支援 

市町村農

政課、農

地改良普

及センタ

ー、JA 

  

長野県農業再生協議会「平成 27 年度担い手育成等関連事業のご案内」より筆者作成 
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 集落営農の実施支援にあたっては、これらのメリットを農業者に理解してもらうことが

重要である。そこで、我々は滋賀県を参考に集落営農の実施支援を行うために、都道府県に

対し以下の政策を国の協力の下行うことを提言する。 

 

 政策の内容と期待される効果 

我々は、地域の農業者が一堂に会することになる、「人・農地プラン」策定・更新の

話し合いの機会を集落営農の啓発に用いることを提言する。現在、「人・農地プラン」

では、話し合いでの質問項目に将来の集落の土地利用の方針のひとつとして集落営農

が挙げられているにすぎない。そこで、話し合いの前に、集落営農のメリットを啓発す

るパンフレットなどを事前に配布して啓発を行うとともに、質問項目に集落営農に関

する質問を盛り込むことで、地域で集落営農についての議論と理解を深めてもらうき

っかけを設けることを提言する。また、集落営農実施の課題についても併せて質問する

ことで、都道府県などが具体的な支援策を考える契機ともなると考えられるため、採用

した。 

質問項目は具体的には、集落営農実施の有無、今後実施する必要性の有無とその理

由、実施する場合に考えられる課題を想定する。 

集落営農が実施されるか否かはその地域の人々の意思が尊重されるべきであるのは

言うまでもないが、こうした取り組みにより、現在集落営農の取り組みがない地域でも

集落営農への関心と理解が深まり、集落営農の実施促進に寄与すると考えられる。 

 

 実現可能性と新規性 

 この提言では既存の「人・農地プラン」の枠組みを利用するため、実現性が高いと言

える。また、集落の農業者が集まる「人・農地プラン」策定の話し合いを利用するため、

啓発を個人個人に対して行う手間がかからず、効率的であると言える。パンフレットの

作成は、各都道府県の担い手支援を担当する課が行うこととする。また、質問項目の変

更は、「人・農地プラン」の制度設計を行う農水省が行う。 

本提言の新規性は、「人・農地プラン」を集落営農の形成支援策として用いることで

ある。 

 

（2）政策提言Ⅱ 圃場整備、農用地指定の面積要件の緩和 

  対象地域：都市型市町村 

  実施主体：国、市町村 

 

 概要と政策を行う理由 

事例研究から、都市型市町村で現在農用地に指定されていない農地に対し、圃場整備を実

施するにあたり、転用を規制し継続した営農を確保すること、都道府県が単独事業として取

り組むことの難しさを解決することが必要とされる。そこで、本稿ではそれぞれの課題につ

いて、以下の 2 つの方法で実施することで解決を図り、国及び市町村に対し以下 2 つの提

言を行うこととする。 

 

ⅰ【都市型市町村における農用地指定、圃場整備の面積要件の緩和】（実施主体：国） 

ⅱ【積極的な農用地指定】（実施主体：市町村） 
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ⅰ【都市型市町村における農用地指定、圃場整備の面積要件の緩和】 

 政策の内容と期待される効果 

我々は国に対し、都市型市町村において農用地指定ならびに圃場整備の対象となる

土地の面積要件の緩和を提言する。 

前述の通り、都市型市町村では農地の散在化が進み、農用地指定と圃場整備の対象と

なる、まとまった面積は確保しにくい状況となっている。また、農用地に指定されるだ

けでは圃場整備を行うことができない。そこで我々は、都市型市町村において、農用地

指定の面積要件の緩和により都市的市町村の実情に合わせた形で農地の保全をはかる

こと、また農用地への指定による継続した営農の担保を前提とし圃場整備の面積要件

を緩和することを提言する。緩和の限度としては、都市において保全すべき農地を定め

た大阪府農空間保全地域制度を参考に、面積要件を 5ha 程度とする。また圃場整備に

おいても農用地の緩和と整合性をとるため、同程度とすることを想定する。 

圃場整備は受益者負担が原則であり、実施の有無は地域の人々の意思が尊重される

べきであるのは言うまでもないが、都市型市町村の実情に合った形で圃場整備を実施

可能にすることで、営農の継続が図られ放棄地が抑制されると考える。 

 

 実現可能性と新規性 

   財源としては、現行の圃場整備と同じ枠組みを想定している。面積要件を緩和するこ

とに関しては、あくまで農用地に指定された農地に限るため、将来にわたっても営農に

よる農地の確保と、放棄地発生に伴う外部不経済の予防が行われると考えられる。この

ことは、優良農地を確保し、農地の継続的な利用を望む農水省の方針とも合致する。加

えて、2014 年に成立した「都市農業振興基本法」においても都市の農地の保全と振興

が要請されているため、最新の法制度とも整合的である。 

また、本提言の新規性は従来農水省による支援の対象外とされた都市型市町村の農地

に対して積極的に政策を行うことである。 

 

ⅱ【積極的な農用地指定】 

 政策の内容と期待される効果 

都市型市町村でも継続的に農業を行うことができるよう、我々は農用地への指定権

限を持つ市町村に対し、前述した、国による農用地指定の面積要件緩和を受け、集落営

農を行う意向のある集落に対して積極的に農用地指定を行うことを提言する。農用地

に指定されると圃場整備の対象となる。さらに、農用地では転用が厳しく制限されるた

め、後述する圃場整備後の転用も防ぐことができ、都市緑農区事業で課題とされた転用

規制による営農の継続も解決される。 

政策の効果としては、圃場整備を実施する土壌を整えることができるとともに、現在

農用地に指定できない農地を農水省の支援対象とすることで、将来にわたっても都市

型市町村の農地が保全され、放棄地の発生を抑制できると考えられる。 

また、付随的な効果として農用地への指定は「担い手」への支援の要件ともなるため、

地域の農業者が「担い手」となる、または「担い手」に貸借を行うなど、「担い手」の

育成も進むと考えられる。 

 

 実現可能性 

 現在農用地に指定されていない土地を農用地に指定することは、都市計画に支障をきた

す恐れがあるため、消極的になる市町村もあると考えられる。しかし農用地の面積要件を緩

和することにより、都市部において土地規制をより柔軟に行うことが可能になるため、実現

可能性があると言える。さらに広いオープンスペースである農地は、災害時の避難場所とな

るなど、農業以外で外部経済を及ぼすことが考えられる上、農用地として農地としての継続
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的な利用が担保されていれば、市町村が広い土地を公園として管理する手間がかからない

というメリットもあり実現可能性があると考えられる。 

本提言の新規性は、提言Ⅱ―ⅰと同様に、従来農水省による政策の対象外とされた都市型

市町村の農地に対して積極的に政策を行うことが可能になることである。 

 

（3）政策提言Ⅲ. 認定農業者の認定要件（市町村基本構想）の改

定  

 

  対象地域：都市近郊市町村、農村型市町村 

  実施主体：市町村 

 

 概要と政策を行う理由 

分析の結果、都市近郊市町村と農村型市町村では、地域内に認定農業者が集落営農と同時

に存在することが放棄地発生抑制に有効であると明らかになった。加えて、現在集落営農が

存在しない地域においても、提言Ⅰの結果、集落営農が実施される可能性がある。そこで将

来の認定農業者との協力の基盤にするため、認定農業者を本提言の対象とする。ただし、事

例研究Ⅱより、地域内に認定農業者と集落営農が同時に存在することに加えて、両者の話し

合いの機会を担保する必要があると言える。 

そこで我々は、市町村が認定農業者に対し、集落において他の経営体と協力する機会を提

供することを提言する。具体的には、認定農業者の認定の要件となる、市町村基本構想の策

定基準を改正し、農業集落内の他の経営体との関わりを担保することで、両者の交渉の機会

を作ることを想定する。 

そこで、我々は認定農業者の認定要件を決定する市町村に対し以下の提言を行う。 

 

 政策の内容と期待される効果 

 認定農業者が認定時に市町村に対して提出する経営改善計画の基準となる市町村基本構

想において、人・農地プランの話し合いに参加し、地域の中心となる経営体となること、地

域内の他の経営体と地域の土地管理に関する話し合いを行うことの 2 点を盛り込むことを

提言する。話し合いの機会としては、人・農地プランの見直し時を想定している。人・農地

プランは、現状分析で述べた通り地域の人と農地の問題を話し合うこととされており、その

内容は毎年見直されることが望まれているが、図 14 によると、人・農地プラン作成に至っ

た集落のうち、今後の話し合いの予定はないと答えた集落は 35％に上る。 

 

図 14：農業者に対するアンケート調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農水省「人・農地プランの今後の進め方について」より筆者作成 
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そこで、人・農地プランの話し合いへの参加を認定農業者の認定要件にすることで、認定

農業者が地域の土地管理に関する話し合いに積極的になり、認定農業者を地域の土地管理

秩序に組み込めるようにする。 

 この政策により、集落内の集団的な土地管理秩序に認定農業者を組み込むことで、集落内

の離農者と規模拡大を図る認定農業者との調整を図る機能や、認定農業者が離農する際の

土地の引き受け手としての集落営農の機能が担保され、地域全体として放棄地の発生が抑

制されると考えられる。 

 

 実現可能性と新規性 

 まず、認定農業者が人・農地プランの中心経営体であることを認定要件とすることに関し

ては、農水省はパブリックコメント４８において、「地域の中で合意を得ている者を認定農業

者としていくことが重要」、「中心経営体は今後の地域を支えていく農業者となっていく必

要があることから、認定農業者として位置付け」ていくことが重要として両制度の整合性を

図っていく方針であるため、本提言は農水省の見解と合致する。市町村基本構想は、地域の

実情に合わせ変更することが可能になっている。現状では、営農主体の経営改善に関するこ

とに加え、土地利用に関する項目も存在するため、放棄地発生抑制を目的として、市町村の

判断により地域単位での土地利用の話し合いへの参加を要請することは可能であると考え

られる。また、人・農地プランは毎年の見直しが予定されていることから、制度の趣旨とも

合致する。 

また、人・農地プランを活用した話し合いの有効性を示した例として、兵庫県佐用町の福

澤地区の例が挙げられる。福澤地区は、佐用町の中央部に位置する中山間地域で、水稲を主

体とした農業生産を行っている。地区内住民のうち 65 歳以上の割合が 34.3％と高齢化が著

しいことから、2012 年以降、人・農地プランの作成を行い、「担い手」への農地集積を積極

的に進めた。人・農地プランにより中長期ビジョンができたことで、人・農地プラン策定、

見直しの話し合いなど、継続的な話し合いが行われ、集落における農業の担い手のあり方が

明確になったことが報告されており、集積が促進されたことにより、放棄地発生の予防が促

進されたと考えられる。このような事例からも、人・農地プランを認定農業者と地域の積極

的な話し合いの機会に利用することは、実現可能であり、放棄地予防のために有効であると

言える。 

本提言は、現行の認定要件の変更であるため、費用面からの実現可能性も高いと言える。

また、本提言は集落との話し合いの開催を定めるもので、認定農業者に強制的な集落営農へ

の参加を求めるものではないため、認定農業者の経営に対する自由な決定を阻害するもの

ではなく、認定農業者にとっても受容可能であると考えられる。 

本提言の新規性は、従来は別の枠組みで運用されていた認定農業者制度と、人・農地プラ

ンを一体的に運用することである。 

 

（4）政策提言Ⅳ 休耕田の将来的な活用を見据えた保全管理 

  実施対象：中山間地域等直接支払制度対象地域  

  実施主体：国 

 

中山間地域等直接支払制度の対象となる地域では、現状分析で述べた通り、都市から離れ

ているうえ、傾斜による条件不利の影響で労働力不足が深刻化している。分析において、条

                                                      
４８認定農業者が金利優遇を受ける際に中心経営体となることを新たに要件とする制度改正に対し、2011 年 3 月 30 日

（金）から 4 月 20 日に実施された、認定農業者制度の見直しに関する意見・情報の募集においての農水省回答である。 
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件不利地である急傾斜農村型市町村では、放棄地抑制には不作付けによる休耕が有効であ

ることが明らかとなった。そこで、我々は中山間地域等直接支払制度の要件を決定する国に

対し中山間地直接支払制度において休耕田による保全管理を継続的に行っていくことを提

言する。 

急傾斜農村型市町村の分類は、市町村単位で条件不利地域を再定義するための区分であ

るため、提言の対象は中山間地域等直接支払制度の対象地域とする。 

中山間地域等直接支払制度において農水省が有効であるとし、実施されている。また、分

析からもその効果が明らかとなったため有効であると言える。 

また、土地条件が著しく不利であり、労働力が不足している地域では営農の継続が困難で

あるため、休耕による管理が最善であり、効率的であると言える。 

 

第 3 項 政策提言のまとめ 

 

前項で述べたように、地域ごとの実情に合わせた形で政策が行われることで営農が継続

され、「担い手」の育成を図りつつ放棄地の発生が抑制される。「担い手」の育成と放棄地の

発生抑制による外部不経済の予防が両立されることで、本稿のビジョンであり、2015 年食

料・農業・農村施策で目指される「強い農業」と「美しく活力ある農村」の達成に寄与する

と考えられる。 

 以下、図 15、表 10 にそれぞれ全体のまとめと政策提言の概要を示す。 

 

図 15：政策提言のまとめ 
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表 10：政策提言の概要 

 

 

筆者作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提言Ⅰ 提言Ⅱ 提言Ⅲ 提言Ⅳ

提言内容 集落営農の設立促進
圃場整備、農用地指定の

面積要件の緩和
認定農業者の認定要件

（市町村基本構想）の改定
休耕田の将来的な活用を見据えた

保全管理

分析結果 すべての分析 分析Ⅱ−ⅰ 分析Ⅱ–ⅱ、Ⅲ及び事例研究 分析Ⅱ－ⅱ、分析Ⅲ

財源
都道府県

ただし、啓発活動のため大きな財源は要し
ない

現行政策の枠組みを利用 要件変更のため、財源を要しない 現行政策の枠組みを利用

実施主体 国、都道府県 国、市町村 市町村 国

制度的枠組み 「人・農地プラン」の枠組みを利用 経営体育成基盤整備事業の枠組みを利用 市町村基本構想の枠組みを利用 中山間地域等直接支払制度の枠組みを利用

実現可能性
類似政策の実施例があり（滋賀、大分、長
野）、それを参考に提言するため、実現可
能である。

類似政策の実施例があり（大阪府）、それ
を参考に提言ため、実現可能である。

コストを必要とせず、農水省の方針と合致
するため、実現可能性である。

現行政策の継続のため、実現可能である。

有効性

滋賀県の事例より有効であると言える。 大阪府みどり公社への聞き取り調査より、
圃場整備が放棄地抑制に有効であるとの示
唆を受け、また実際に分析よりそのような
結果を得たことから有効であると言える。

兵庫県佐用町の事例より有効であるといえ
る。

中山間地域等直接支払制度において農水省
が有効であるとし、実施されている。ま
た、分析からもその効果が明らかとなった
ため有効であると言える。

効率性

「人・農地プラン」の話し合いの場を利用
するため、個別に啓発を行う場合と比較し
て効率的であると言える。

「強い農家」の育成と放棄地の発生抑制を
同時に満たす政策であり、効率的であると
言える。

貸しはがしなどの問題の抑制を図りつつ、
集団での土地管理秩序を形成することが可
能となるため、効率的であると言える。

土地条件が著しく不利であり、労働力が不
足している地域では営農の継続が困難であ
るため、休耕による管理が最善であり、効
率的であるといえる。

必要性・公益性

集落営農は地域で土地管理を行うことから
公共性を有するため、行政によるその取組
は公益性を有する。

放棄地の外部不経済の予防につながるた
め、公益性を有する。

集団での土地管理秩序の担保につながるた
め、公益性を有する。

現在の中山間地域の住人への外部不経済の
影響を予防するため、公益性を有する。
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おわりに 
本稿では、放棄地の発生を抑制し、放棄地による外部不経済の恐れがない地域社会の実現

を研究目的とし、「強い農業」を掲げる近年の農政の方針の下で期待されていた「担い手」

と、地域の実情に合った放棄地抑制策を対象に研究を進めた。研究では、聞き取り調査や文

献調査により、現状の政策の課題の把握に努めるととともに、「担い手」に関する変数を用

い、地域ごとに放棄地の発生要因を明らかにするため分析を行った。その結果から、放棄地

の発生を抑制する適切な「担い手」の育成策と、都市型市町村、急傾斜農村型市町村に代表

される特殊な地域の実情に合わせた政策を提言した。 

しかし、農業への保護、とりわけ近年重要視される都市農業の振興策につき、農業的土地

利用のための土地規制については、適切な農地の連坦規模や都市における農地の経済的価

値など、本稿では考慮できなかった要因につき議論の余地がある。また、本稿では、データ

の制約上、2005 と 2010 のセンサスデータを用いたため、2010 以降の政策の具体的な影響

を考慮することができなかった。現在集計が行われている 2015 年の公開を待ち、今後の研

究課題としたい。 

本稿の執筆にあたっては、聞き取り調査にご協力いただいた、富山県、滋賀県、大阪府、

大阪府箕面市、兵庫県新温泉町、大阪府みどり公社の皆さまには、多くの有益で貴重なご示

唆を頂いた。また、多くの府県をはじめ、近畿農政局、中国四国農政局の担い手支援担当者

にはデータの収集に協力していただいた。ここに記して感謝の意を表したい。 

我々の研究が、放棄地問題の解決の一助となり、この分野で一層活発な研究活動が行われる

ことを願い、本稿を締めくくる。 
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出典：農水省 HP 

 

 

別添 2：地域類型 

 

（1）農水省農業地域類型区分 

 

図 16  

 
農水省「農業地域類型区分について」より筆者作成 

 

 

（2）本稿における地域類型で区分した対象 300 市町村 

 

 

図 17：都市型市町村 

 
筆者作成 
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図 18：都市近郊型市町村 

 
筆者作成 

 

 

図 19：農村型市町村 

 

 
 

筆者作成 

 

図 20：農村型市町村のうち、急傾斜農村型市町村 

 
筆者作成 
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別添 3：広島県の代表的市町村における地域類型ごとの「担い手」の数の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

筆者作成 


